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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　対向する２枚の基板間に封止された電気泳動分散液中に分散され、画像を表示する画像
表示用微粒子であって、
　植物由来の材料を原料としており、窒素ＢＥＴ法による比表面積の値が４００ｍ2／グ
ラム以上、ＭＰ法による細孔の容積が０．３ｃｍ3／グラム以上である多孔質炭素材料か
ら成る画像表示用微粒子。
【請求項２】
　対向する２枚の基板間に封止された電気泳動分散液中に分散され、画像を表示する画像
表示用微粒子であって、
　植物由来の材料を原料としており、窒素ＢＥＴ法による比表面積の値が４００ｍ2／グ
ラム以上、非局在化密度汎関数法によって求められた細孔径分布において、１０ｎｍ以下
に少なくとも１つのピークを有する多孔質炭素材料から成る画像表示用微粒子。
【請求項３】
　表面改質処理が施されている請求項１又は請求項２に記載の画像表示用微粒子。
【請求項４】
　対向する２枚の基板間に封止された電気泳動分散液中に分散され、画像を表示する画像
表示用微粒子であって、
　植物由来の材料を原料としており、窒素ＢＥＴ法による比表面積の値が４００ｍ2／グ
ラム以上、平均粒径が２×１０-7ｍ以上、２×１０-4ｍ以下である多孔質炭素材料から成
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る画像表示用微粒子。
【請求項５】
　対向する２枚の基板間に封止された電気泳動分散液中に分散され、画像を表示する画像
表示用微粒子であって、
　植物由来の材料を原料としており、ゼータ電位の絶対値が１０ミリボルト以上、２００
ミリボルト以下である多孔質炭素材料から成る画像表示用微粒子。
【請求項６】
　対向する２枚の基板間に封止された電気泳動分散液中に分散され、窒素ＢＥＴ法による
比表面積の値が４００ｍ2／グラム以上、ＭＰ法による細孔の容積が０．３ｃｍ3／グラム
以上である多孔質炭素材料から成り、画像を表示する画像表示用微粒子の製造方法であっ
て、
　植物由来の材料を５００゜Ｃ乃至１４００゜Ｃにて炭素化する画像表示用微粒子の製造
方法。
【請求項７】
　対向する２枚の基板間に封止された電気泳動分散液中に分散され、窒素ＢＥＴ法による
比表面積の値が４００ｍ2／グラム以上、非局在化密度汎関数法によって求められた細孔
径分布において、１０ｎｍ以下に少なくとも１つのピークを有する多孔質炭素材料から成
り、画像を表示する画像表示用微粒子の製造方法であって、
　植物由来の材料を５００゜Ｃ乃至１４００゜Ｃにて炭素化する画像表示用微粒子の製造
方法。
【請求項８】
　炭素化の後、賦活処理を施す請求項６又は請求項７に記載の画像表示用微粒子の製造方
法。
【請求項９】
　画像表示用微粒子は植物由来の材料を原料としている請求項６乃至請求項８のいずれか
１項に記載の画像表示用微粒子の製造方法。
【請求項１０】
　対向する２枚の基板間に封止され、画像を表示する電気泳動分散液であって、
　植物由来の材料を原料としており、窒素ＢＥＴ法による比表面積の値が４００ｍ2／グ
ラム以上、ＭＰ法による細孔の容積が０．３ｃｍ3／グラム以上である多孔質炭素材料か
ら成る画像表示用微粒子、並びに、画像表示用微粒子を分散させた分散液から構成された
電気泳動分散液。
【請求項１１】
　対向する２枚の基板間に封止され、画像を表示する電気泳動分散液であって、
　植物由来の材料を原料としており、窒素ＢＥＴ法による比表面積の値が４００ｍ2／グ
ラム以上、非局在化密度汎関数法によって求められた細孔径分布において、１０ｎｍ以下
に少なくとも１つのピークを有する多孔質炭素材料から成る画像表示用微粒子、並びに、
画像表示用微粒子を分散させた分散液から構成された電気泳動分散液。
【請求項１２】
　画像表示用微粒子には表面改質処理が施されている請求項１０又は請求項１１に記載の
電気泳動分散液。
【請求項１３】
　対向する２枚の基板間に封止され、画像を表示する電気泳動分散液であって、
　植物由来の材料を原料としており、窒素ＢＥＴ法による比表面積の値が４００ｍ2／グ
ラム以上、平均粒径が２×１０-7ｍ以上、２×１０-4ｍ以下である多孔質炭素材料から成
る画像表示用微粒子、並びに、画像表示用微粒子を分散させた分散液から構成された電気
泳動分散液。
【請求項１４】
　対向する２枚の基板間に封止され、画像を表示する電気泳動分散液であって、
　植物由来の材料を原料としており、ゼータ電位の絶対値が１０ミリボルト以上、２００
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ミリボルト以下である多孔質炭素材料から成る画像表示用微粒子、並びに、画像表示用微
粒子を分散させた分散液から構成された電気泳動分散液。
【請求項１５】
　対向する２枚の基板間に封止された電気泳動分散液を有する画像表示装置であって、
　植物由来の材料を原料としており、電気泳動分散液は、窒素ＢＥＴ法による比表面積の
値が４００ｍ2／グラム以上、ＭＰ法による細孔の容積が０．３ｃｍ3／グラム以上である
多孔質炭素材料から成る画像表示用微粒子、並びに、画像表示用微粒子を分散させた分散
液から構成されている画像表示装置。
【請求項１６】
　対向する２枚の基板間に封止された電気泳動分散液を有する画像表示装置であって、
　植物由来の材料を原料としており、電気泳動分散液は、窒素ＢＥＴ法による比表面積の
値が４００ｍ2／グラム以上、非局在化密度汎関数法によって求められた細孔径分布にお
いて、１０ｎｍ以下に少なくとも１つのピークを有する多孔質炭素材料から成る画像表示
用微粒子、並びに、画像表示用微粒子を分散させた分散液から構成されている画像表示装
置。
【請求項１７】
　画像表示用微粒子には表面改質処理が施されている請求項１５又は請求項１６に記載の
画像表示装置。
【請求項１８】
　対向する２枚の基板間に封止された電気泳動分散液を有する画像表示装置であって、
　植物由来の材料を原料としており、電気泳動分散液は、窒素ＢＥＴ法による比表面積の
値が４００ｍ2／グラム以上、平均粒径が２×１０-7ｍ以上、２×１０-4ｍ以下である多
孔質炭素材料から成る画像表示用微粒子、並びに、画像表示用微粒子を分散させた分散液
から構成されている画像表示装置。
【請求項１９】
　対向する２枚の基板間に封止された電気泳動分散液を有する画像表示装置であって、
　植物由来の材料を原料としており、電気泳動分散液は、ゼータ電位の絶対値が１０ミリ
ボルト以上、２００ミリボルト以下である多孔質炭素材料から成る画像表示用微粒子、並
びに、画像表示用微粒子を分散させた分散液から構成されている画像表示装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、画像表示用微粒子及びその製造方法、電気泳動分散液、並びに、画像表示装
置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　紙のように柔軟で読み易く、安価な電子ペーパーは、随時書き換えが可能であり、しか
も、構成、構造に依っては、メモリ機能を有し、電力を必要とすることなく表示内容を保
持することができる等の利点を有しており、研究開発が鋭意、進められている。このよう
な電子ペーパーの１種として、電気泳動を応用した表示装置（以下、単に『表示装置』と
呼ぶ）が知られている。この表示装置は、対向する一対の基板を備えている。そして、観
察者側の第２基板には第２電極が設けられ、この第２基板と対向する第１基板には第１電
極が設けられている。また、これらの基板の間には、例えば、帯電した多数の電気泳動粒
子、及び、電気泳動粒子とは異なる色の分散媒が充填されている。更には、隔壁によって
画素が区画され、電気泳動粒子の偏在を防止すると共に、一対の基板の間隙が規定されて
いる。
【０００３】
　表示装置において、例えば、電気泳動粒子を正に帯電させておき、第１電極に正の電圧
を印加し、第２電極に負の電圧を印加すると、正に帯電している電気泳動粒子は第２電極
を覆うように泳動する。従って、表示装置を眺めると、電気泳動粒子と同じ色の表示が行
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われる。これとは逆に、第１電極に負の電圧を印加し、第２電極に正の電圧を印加すると
、電気泳動粒子は第１電極を覆うように泳動する。従って、表示装置を眺めると、分散媒
と同じ色の表示が行われる。そして、このような電極への印加を画素単位で行うことで、
任意の画像を表示することができる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００８－２２４７１４
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　黒色を表示するための電気泳動粒子をカーボンブラックから構成する技術が周知である
（例えば、特開２００８－２２４７１４参照）。しかしながら、市販のカーボンブラック
を電気泳動粒子として用いた場合、本発明者らの検討の結果では、優れた特性を有する表
示装置が得られないことが判明した。
【０００６】
　従って、本発明の目的は、優れた特性を有し、電気泳動に基づき黒色の画像を表示する
画像表示用微粒子及びその製造方法、係る画像表示用微粒子から構成された電気泳動分散
液、並びに、係る電気泳動分散液を備えた画像表示装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上記の目的を達成するための本発明の第１の態様に係る画像表示用微粒子は、対向する
２枚の基板間に封止された電気泳動分散液中に分散（懸濁）され、画像を表示する画像表
示用微粒子であって、
　窒素ＢＥＴ法による比表面積の値が１００ｍ2／グラム以上、好ましくは４００ｍ2／グ
ラム以上、ＭＰ法による細孔の容積が０．１ｃｍ3／グラム以上、好ましくは０．２ｃｍ3

／グラム以上、より好ましくは０．３ｃｍ3／グラム以上である多孔質炭素材料から成る
。
【０００８】
　上記の目的を達成するための本発明の第２の態様に係る画像表示用微粒子は、対向する
２枚の基板間に封止された電気泳動分散液中に分散（懸濁）され、画像を表示する画像表
示用微粒子であって、
　窒素ＢＥＴ法による比表面積の値が１００ｍ2／グラム以上、好ましくは４００ｍ2／グ
ラム以上、非局在化密度汎関数法によって求められた細孔径分布において、１０ｎｍ以下
に少なくとも１つのピークを有する多孔質炭素材料から成る。尚、１０ｎｍ以下の範囲内
に細孔径を有する細孔の容積の合計の占める割合は、５０ｎｍ以下の範囲内に細孔径を有
する細孔の容積に対して、０．１以上、好ましくは０．２以上、より好ましくは０．３乃
至０．９９である。以下においても同様である。
【０００９】
　上記の目的を達成するための本発明の第３の態様に係る画像表示用微粒子は、対向する
２枚の基板間に封止された電気泳動分散液中に分散（懸濁）され、画像を表示する画像表
示用微粒子であって、
　窒素ＢＥＴ法による比表面積の値が１００ｍ2／グラム以上、好ましくは４００ｍ2／グ
ラム以上、平均粒径が１×１０-8ｍ以上、２×１０-4ｍ以下、好ましくは１×１０-8ｍ以
上、２×１０-6ｍ以下、より好ましくは１×１０-8ｍ以上、５×１０-7ｍ以下である多孔
質炭素材料から成る。
【００１０】
　上記の目的を達成するための本発明の第４の態様に係る画像表示用微粒子は、対向する
２枚の基板間に封止された電気泳動分散液中に分散（懸濁）され、画像を表示する画像表
示用微粒子であって、
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　ゼータ電位の絶対値が１０ミリボルト以上、２００ミリボルト以下である多孔質炭素材
料から成る。
【００１１】
　上記の目的を達成するための本発明の第１の態様に係る画像表示用微粒子の製造方法は
、対向する２枚の基板間に封止された電気泳動分散液中に分散（懸濁）され、窒素ＢＥＴ
法による比表面積の値が１００ｍ2／グラム以上、好ましくは４００ｍ2／グラム以上、Ｍ
Ｐ法による細孔の容積が０．１ｃｍ3／グラム以上、好ましくは０．２ｃｍ3／グラム以上
、より好ましくは０．３ｃｍ3／グラム以上である多孔質炭素材料から成り、画像を表示
する画像表示用微粒子の製造方法であって、
　植物由来の材料を５００゜Ｃ乃至１４００゜Ｃにて炭素化する。尚、こうして得られた
多孔質炭素材料を、便宜上、『多孔質炭素材料前駆体』あるいは『炭素質物質』と呼ぶ場
合がある。以下においても同様である。
【００１２】
　上記の目的を達成するための本発明の第２の態様に係る画像表示用微粒子の製造方法は
、対向する２枚の基板間に封止された電気泳動分散液中に分散（懸濁）され、窒素ＢＥＴ
法による比表面積の値が１００ｍ2／グラム以上、好ましくは４００ｍ2／グラム以上、非
局在化密度汎関数法によって求められた細孔径分布において、１０ｎｍ以下に少なくとも
１つのピークを有する多孔質炭素材料から成り、画像を表示する画像表示用微粒子の製造
方法であって、
　植物由来の材料を５００゜Ｃ乃至１４００゜Ｃにて炭素化する。
【００１３】
　上記の目的を達成するための本発明の第１の態様に係る電気泳動分散液は、対向する２
枚の基板間に封止され、画像を表示する電気泳動分散液であって、
　窒素ＢＥＴ法による比表面積の値が１００ｍ2／グラム以上、好ましくは４００ｍ2／グ
ラム以上、ＭＰ法による細孔の容積が０．１ｃｍ3／グラム以上、好ましくは０．２ｃｍ3

／グラム以上、より好ましくは０．３ｃｍ3／グラム以上である多孔質炭素材料から成る
画像表示用微粒子、並びに、画像表示用微粒子を分散（懸濁）させた分散液から構成され
ている。
【００１４】
　上記の目的を達成するための本発明の第２の態様に係る電気泳動分散液は、対向する２
枚の基板間に封止され、画像を表示する電気泳動分散液であって、
　窒素ＢＥＴ法による比表面積の値が１００ｍ2／グラム以上、好ましくは４００ｍ2／グ
ラム以上、非局在化密度汎関数法によって求められた細孔径分布において、１０ｎｍ以下
に少なくとも１つのピークを有する多孔質炭素材料から成る画像表示用微粒子、並びに、
画像表示用微粒子を分散（懸濁）させた分散液から構成されている。
【００１５】
　上記の目的を達成するための本発明の第３の態様に係る電気泳動分散液は、対向する２
枚の基板間に封止され、画像を表示する電気泳動分散液であって、
　窒素ＢＥＴ法による比表面積の値が１００ｍ2／グラム以上、好ましくは４００ｍ2／グ
ラム以上、平均粒径が１×１０-8ｍ以上、２×１０-4ｍ以下、好ましくは１×１０-8ｍ以
上、２×１０-6ｍ以下、より好ましくは１×１０-8ｍ以上、５×１０-7ｍ以下である多孔
質炭素材料から成る画像表示用微粒子、並びに、画像表示用微粒子を分散（懸濁）させた
分散液から構成されている。
【００１６】
　上記の目的を達成するための本発明の第４の態様に係る電気泳動分散液は、対向する２
枚の基板間に封止され、画像を表示する電気泳動分散液であって、
　ゼータ電位の絶対値が１０ミリボルト以上、２００ミリボルト以下である多孔質炭素材
料から成る画像表示用微粒子、並びに、画像表示用微粒子を分散（懸濁）させた分散液か
ら構成されている。
【００１７】
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　上記の目的を達成するための本発明の第１の態様に係る画像表示装置は、対向する２枚
の基板間に封止された電気泳動分散液を有する画像表示装置であって、
　電気泳動分散液は、窒素ＢＥＴ法による比表面積の値が１００ｍ2／グラム以上、好ま
しくは４００ｍ2／グラム以上、ＭＰ法による細孔の容積が０．１ｃｍ3／グラム以上、好
ましくは０．２ｃｍ3／グラム以上、より好ましくは０．３ｃｍ3／グラム以上である多孔
質炭素材料から成る画像表示用微粒子、並びに、画像表示用微粒子を分散（懸濁）させた
分散液から構成されている。
【００１８】
　上記の目的を達成するための本発明の第２の態様に係る画像表示装置は、対向する２枚
の基板間に封止された電気泳動分散液を有する画像表示装置であって、
　電気泳動分散液は、窒素ＢＥＴ法による比表面積の値が１００ｍ2／グラム以上、好ま
しくは４００ｍ2／グラム以上、非局在化密度汎関数法によって求められた細孔径分布に
おいて、１０ｎｍ以下に少なくとも１つのピークを有する多孔質炭素材料から成る画像表
示用微粒子、並びに、画像表示用微粒子を分散（懸濁）させた分散液から構成されている
。
【００１９】
　上記の目的を達成するための本発明の第３の態様に係る画像表示装置は、対向する２枚
の基板間に封止された電気泳動分散液を有する画像表示装置であって、
　電気泳動分散液は、窒素ＢＥＴ法による比表面積の値が１００ｍ2／グラム以上、好ま
しくは４００ｍ2／グラム以上、平均粒径が１×１０-8ｍ以上、２×１０-4ｍ以下、好ま
しくは１×１０-8ｍ以上、２×１０-6ｍ以下、より好ましくは１×１０-8ｍ以上、５×１
０-7ｍ以下である多孔質炭素材料から成る画像表示用微粒子、並びに、画像表示用微粒子
を分散（懸濁）させた分散液から構成されている。
【００２０】
　上記の目的を達成するための本発明の第４の態様に係る画像表示装置は、対向する２枚
の基板間に封止された電気泳動分散液を有する画像表示装置であって、
　電気泳動分散液は、ゼータ電位の絶対値が１０ミリボルト以上、２００ミリボルト以下
である多孔質炭素材料から成る画像表示用微粒子、並びに、画像表示用微粒子を分散（懸
濁）させた分散液から構成されている。
【発明の効果】
【００２１】
　本発明における画像表示用微粒子にあっては、窒素ＢＥＴ法による比表面積の値が１０
０ｍ2／グラム以上であり、ＭＰ法による細孔の容積が０．１ｃｍ3／グラム以上である。
あるいは又、窒素ＢＥＴ法による比表面積の値と非局在化密度汎関数法によって求められ
た細孔径分布とが規定され、あるいは又、窒素ＢＥＴ法による比表面積の値と平均粒径と
が規定され、あるいは又、ゼータ電位の値が規定されている。それ故、分散液（分散媒）
への親和性が増加するし、画像表示用微粒子の比重が分散液（分散媒）と同じ、あるいは
、略同じとなるが故に、分散液（分散媒）への相溶性が増大すると考えられる。そして、
以上の結果、電気泳動分散液中における画像表示用微粒子の分散状態の改善を図ることが
でき、優れた特性を有する、黒色表示のための黒色顔料としての画像表示用微粒子を得る
ことができるし、長期保存時あるいは使用時の電気泳動分散液中における画像表示用微粒
子の凝集の発生を減少させることができるが故に、画像表示装置の信頼性の向上、表示応
答性の向上を図ることができる。
【００２２】
　また、本発明の第１の態様～第２の態様に係る画像表示用微粒子の製造方法にあっては
、植物由来の材料を炭素化することで多孔質炭素材料前駆体あるいは炭素質物質に変換す
る際、５００゜Ｃ乃至１４００゜Ｃといった温度範囲内での炭素化を行うことにより、例
えば、植物由来の材料中に含まれるケイ素が、炭化ケイ素（ＳｉＣ）とはならずに、二酸
化ケイ素（ＳｉＯx）や酸化ケイ素、酸化ケイ素塩といったケイ素成分（ケイ素酸化物）
となる。それ故、次の工程において酸又はアルカリ（塩基）で処理すれば、二酸化ケイ素
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や酸化ケイ素、酸化ケイ素塩といったケイ素成分（ケイ素酸化物）が除去される結果、大
きな窒素ＢＥＴ法による比表面積の値を得ることができる。
【図面の簡単な説明】
【００２３】
【図１】図１の（Ａ）、（Ｂ）及び（Ｃ）は、実施例１の画像表示装置の模式的な一部断
面図及び電極等の模式的な部分的平面図である。
【図２】図２の（Ａ）及び（Ｂ）は、実施例２の画像表示装置の模式的な一部断面図であ
る。
【図３】図３の（Ａ）及び（Ｂ）は、実施例２の変形例の画像表示装置の模式的な一部断
面図である。
【図４】図４の（Ａ）並びに（Ｂ）は、それぞれ、実施例１、並びに、実施例１Ｂ及び比
較例１Ｂの画像表示用微粒子におけるＢＪＨ法に基づく細孔径分布を表すグラフである。
【図５】図５の（Ａ）並びに（Ｂ）は、それぞれ、実施例１Ａ及び比較例１Ａの画像表示
用微粒子におけるＢＪＨ法に基づく細孔径分布、並びに、実施例１の画像表示用微粒子に
おけるＭＰ法に基づく細孔径分布を表すグラフである。
【図６】図６の（Ａ）並びに（Ｂ）は、それぞれ、実施例１Ｂ及び比較例１Ｂの画像表示
用微粒子におけるＭＰ法に基づく細孔径分布、並びに、実施例１及び比較例１Ａの画像表
示用微粒子におけるＭＰ法に基づく細孔径分布を表すグラフである。
【図７】図７の（Ａ）及び（Ｂ）は、それぞれ、実施例１及び実施例１Ｂの画像表示用微
粒子の非局在化密度汎関数法によって求められた細孔径分布の測定結果のグラフである。
【図８】図８は、実施例１の画像表示用微粒子における赤外スペクトルの分析結果を表す
グラフである。
【図９】図９の（Ａ）及び（Ｂ）は、それぞれ、実施例２の画像表示装置及び比較例２Ａ
の画像表示装置において得られた電圧－電流曲線である。
【図１０】図１０は、比較例２Ｂの画像表示装置において得られた電圧－電流曲線である
。
【図１１】図１１の（Ａ）及び（Ｂ）は、それぞれ、実施例３及び実施例４の画像表示用
微粒子の非局在化密度汎関数法によって求められた細孔径分布の測定結果のグラフである
。
【図１２】図１２の（Ａ）及び（Ｂ）は、それぞれ、実施例３及び実施例４の画像表示用
微粒子におけるＴＧ－ＤＴＡ曲線を示すグラフである。
【図１３】図１３の（Ａ）及び（Ｂ）は、それぞれ、比較例１Ａ及び比較例１Ｂの画像表
示用微粒子の非局在化密度汎関数法によって求められた細孔径分布の測定結果のグラフで
ある。
【図１４】図１４の（Ａ）及び（Ｂ）は、それぞれ、比較例３及び比較例４の画像表示用
微粒子の非局在化密度汎関数法によって求められた細孔径分布の測定結果のグラフである
。
【図１５】図１５の（Ａ）及び（Ｂ）は、それぞれ、比較例３及び比較例４の画像表示用
微粒子におけるＴＧ－ＤＴＡ曲線を示すグラフである。
【図１６】図１６の（Ａ）及び（Ｂ）は、それぞれ、実施例１における酸処理及び水蒸気
賦活処理を行った画像表示用微粒子（硝酸処理は施していない）、及び、比較例１Ａの画
像表示用微粒子におけるＴＧ－ＤＴＡ曲線を示すグラフである。
【発明を実施するための形態】
【００２４】
　以下、図面を参照して、実施例に基づき本発明を説明するが、本発明は実施例に限定さ
れるものではなく、実施例における種々の数値や材料は例示である。尚、説明は、以下の
順序で行う。
１．本発明の第１の態様～第４の態様に係る画像表示用微粒子、本発明の第１の態様～第
２の態様に係る画像表示用微粒子の製造方法、本発明の第１の態様～第４の態様に係る電
気泳動分散液、並びに、本発明の第１の態様～第４の態様に係る画像表示装置、全般に関
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する説明
２．実施例１（本発明の第１の態様～第４の態様に係る画像表示用微粒子、本発明の第１
の態様～第２の態様に係る画像表示用微粒子の製造方法、本発明の第１の態様～第４の態
様に係る電気泳動分散液、並びに、本発明の第１の態様～第４の態様に係る画像表示装置
）
３．実施例２（実施例１の画像表示装置の変形）
４．実施例３（実施例１の画像表示用微粒子、画像表示用微粒子の製造方法、電気泳動分
散液の変形）
５．実施例４（実施例１の画像表示用微粒子、画像表示用微粒子の製造方法、電気泳動分
散液の別の変形）、その他
【００２５】
［本発明の第１の態様～第４の態様に係る画像表示用微粒子、本発明の第１の態様～第２
の態様に係る画像表示用微粒子の製造方法、本発明の第１の態様～第４の態様に係る電気
泳動分散液、並びに、本発明の第１の態様～第４の態様に係る画像表示装置、全般に関す
る説明］
　本発明の第１の態様～第４の態様に係る画像表示用微粒子（以下、これらの本発明の第
１の態様～第４の態様に係る画像表示用微粒子を、単に、『本発明の画像表示用微粒子』
と呼ぶ場合がある）、本発明の第１の態様～第２の態様に係る画像表示用微粒子の製造方
法（以下、これらの本発明の第１の態様～第２の態様に係る画像表示用微粒子の製造方法
を、単に、『本発明の画像表示用微粒子の製造方法』と呼ぶ場合がある）、本発明の第１
の態様～第４の態様に係る電気泳動分散液（以下、これらの本発明の第１の態様～第４の
態様に係る電気泳動分散液を、単に、『本発明の電気泳動分散液』と呼ぶ場合がある）、
あるいは、本発明の第１の態様～第４の態様に係る画像表示装置（以下、これらの本発明
の第１の態様～第４の態様に係る画像表示装置を、単に、『本発明の画像表示装置』と呼
ぶ場合がある）において、画像表示用微粒子は、植物由来の材料を原料としている形態と
することができ、より具体的には、例えば、ケイ素（Ｓｉ）の含有率が５質量％以上であ
る植物由来の材料を原料としている形態とすることができる。更には、このような好まし
い形態を含む本発明の画像表示用微粒子、本発明の画像表示用微粒子の製造方法、本発明
の電気泳動分散液、あるいは、本発明の画像表示装置にあっては、画像表示用微粒子には
表面改質処理が施されている形態とすることができる。尚、本発明の画像表示用微粒子、
本発明の画像表示用微粒子の製造方法における画像表示用微粒子、本発明の電気泳動分散
液における画像表示用微粒子、あるいは、本発明の画像表示装置における画像表示用微粒
子を、以下、総称して、『本発明における画像表示用微粒子』と呼ぶ場合がある。
【００２６】
　上記の好ましい形態を含む本発明の画像表示用微粒子の製造方法にあっては、炭素化の
後、多孔質炭素材料前駆体あるいは炭素質物質に対して賦活処理を施す形態とすることが
できる。また、このような好ましい形態を含む本発明の画像表示用微粒子の製造方法にあ
っては、多孔質炭素材料前駆体あるいは炭素質物質に対して酸又はアルカリでの処理を行
う形態とすることができる。尚、賦活処理を行う場合、酸又はアルカリでの処理は、賦活
処理の前であってもよいし、後であってもよい。酸又はアルカリでの処理によって、炭素
化後の植物由来の材料中の例えばケイ素成分を除去する形態とすることができる。ここで
、ケイ素成分として、二酸化ケイ素や酸化ケイ素、酸化ケイ素塩といったケイ素酸化物を
挙げることができる。このように、炭素化後の植物由来の材料中のケイ素成分を除去する
ことで、高い比表面積を有する多孔質炭素材料を得ることができる。場合によっては、ド
ライエッチング法に基づき、炭素化後の植物由来の材料中のケイ素成分を除去してもよい
。更には、これらの好ましい形態を含む本発明の画像表示用微粒子の製造方法にあっては
、植物由来の材料におけるケイ素（Ｓｉ）の含有率は５質量％以上である形態とすること
ができる。
【００２７】
　あるいは又、本発明の第１の態様に係る画像表示用微粒子、本発明の第１の態様に係る
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画像表示用微粒子の製造方法、本発明の第１の態様に係る電気泳動分散液、あるいは、本
発明の第１の態様に係る画像表示装置において、多孔質炭素材料は、ケイ素の含有率が５
質量％以下、好ましくは３質量％以下、より好ましくは１質量％以下であることが好まし
い。また、ＢＪＨ法及びＭＰ法による細孔の容積が０．２ｃｍ3／グラム以上であること
が好ましい。
【００２８】
　以上に説明した各種の好ましい形態を含む本発明の画像表示用微粒子、本発明の画像表
示用微粒子の製造方法、本発明の電気泳動分散液、あるいは、本発明の画像表示装置（以
下、これらを総称して、単に、『本発明』と呼ぶ）にあっては、限定するものではないが
、画像表示用微粒子におけるマグネシウム（Ｍｇ）の含有率が０．０１質量％以上、３質
量％以下、カリウム（Ｋ）の含有率が０．０１質量％以上、３質量％以下、カルシウム（
Ｃａ）の含有率が０．０５質量％以上、３質量％以下であることが好ましい。
【００２９】
　本発明の画像表示用微粒子の製造方法における『炭素化』とは、一般に、有機物質（本
発明においては、植物由来の材料）を熱処理して炭素質物質に変換することを意味する（
例えば、ＪＩＳ　Ｍ０１０４－１９８４参照）。尚、炭素化のための雰囲気として、酸素
を遮断した雰囲気を挙げることができ、具体的には、真空雰囲気、窒素ガスやアルゴンガ
スといった不活性ガス雰囲気、植物由来の材料を一種の蒸し焼き状態とする雰囲気を挙げ
ることができる。炭素化温度に至るまでの昇温速度として、限定するものではないが、係
る雰囲気下、１゜Ｃ／分以上、好ましくは３゜Ｃ／分以上、より好ましくは５゜Ｃ／分以
上を挙げることができる。また、炭素化時間の上限として、１０時間、好ましくは７時間
、より好ましくは５時間を挙げることができるが、これに限定するものではない。炭素化
時間の下限は、植物由来の材料が確実に炭素化される時間とすればよい。植物由来の材料
を、所望に応じて粉砕して所望の粒度としてもよいし、分級してもよい。植物由来の材料
を予め洗浄してもよい。あるいは又、得られた多孔質炭素材料前駆体や多孔質炭素材料を
、所望に応じて粉砕して所望の粒度としてもよいし、分級してもよい。あるいは又、賦活
処理後の多孔質炭素材料を、所望に応じて粉砕して所望の粒度としてもよいし、分級して
もよい。炭素化のために使用する炉の形式、構成、構造に制限はなく、連続炉とすること
もできるし、回分炉（バッチ炉）とすることもできる。
【００３０】
　上述した好ましい形態を含む本発明の画像表示用微粒子の製造方法においては、酸又は
アルカリでの処理の前あるいは後に、賦活処理を施す形態とすることで、孔径が２ｎｍよ
りも小さいマイクロ細孔（後述する）を増加させることができる。賦活処理の方法として
、ガス賦活法、薬品賦活法を挙げることができる。ここで、ガス賦活法とは、賦活剤とし
て酸素や水蒸気、炭酸ガス、空気等を用い、係るガス雰囲気下、７００゜Ｃ乃至１４００
゜Ｃにて、好ましくは７００゜Ｃ乃至１０００゜Ｃにて、より好ましくは８００゜Ｃ乃至
９５０゜Ｃにて、数十分から数時間、多孔質炭素材料を加熱することにより、多孔質炭素
材料中の揮発成分や炭素分子により微細構造を発達させる方法である。尚、加熱温度は、
植物由来の材料の種類、ガスの種類や濃度等に基づき、適宜、選択すればよい。薬品賦活
法とは、ガス賦活法で用いられる酸素や水蒸気の替わりに、塩化亜鉛、塩化鉄、リン酸カ
ルシウム、水酸化カルシウム、炭酸マグネシウム、炭酸カリウム、硫酸等を用いて賦活さ
せ、塩酸で洗浄、アルカリ性水溶液でｐＨを調整し、乾燥させる方法である。
【００３１】
　更には、以上に説明した各種の好ましい形態を含む本発明の画像表示用微粒子の製造方
法にあっては、使用する植物由来の材料にも依るが、植物由来の材料を炭素化する前に、
炭素化のための温度よりも低い温度（例えば、４００゜Ｃ～７００゜Ｃ）にて、酸素を遮
断した状態で植物由来の材料に加熱処理（予備炭素化処理）を施してもよい。これによっ
て、炭素化の過程において生成するであろうタール成分を抽出することが出来る結果、炭
素化の過程において生成するであろうタール成分を減少あるいは除去することができる。
尚、酸素を遮断した状態は、例えば、窒素ガスやアルゴンガスといった不活性ガス雰囲気
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とすることで、あるいは又、真空雰囲気とすることで、あるいは又、植物由来の材料を一
種の蒸し焼き状態とすることで達成することができる。あるいは又、使用する植物由来の
材料にも依るが、植物由来の材料中に含まれるミネラル成分や水分を減少させるために、
また、炭素化の過程での異臭の発生を防止するために、植物由来の材料を炭素化する前に
、植物由来の材料をアルコール（例えば、メチルアルコールやエチルアルコール、イソプ
ロピルアルコール）に浸漬してもよい。尚、その後、予備炭素化処理を実行してもよい。
不活性ガス中で加熱処理を施すことが好ましい材料として、例えば、木酢液（タールや軽
質油分）を多く発生する植物を挙げることができる。アルコールによる前処理を施すこと
が好ましい材料として、例えば、ヨウ素や各種ミネラルを多く含む海藻類を挙げることが
できる。
【００３２】
　本発明において、植物由来の材料として、米（稲）、大麦、小麦、ライ麦、稗（ヒエ）
、粟（アワ）等の籾殻や藁、珈琲豆、茶葉（例えば、緑茶や紅茶等の葉）、サトウキビ類
（より具体的には、サトウキビ類の絞り滓）、トウモロコシ類（より具体的には、トウモ
ロコシ類の芯）、果実の皮（例えば、ミカンやバナナの皮等）、あるいは又、葦、茎ワカ
メを挙げることができるが、これらに限定するものではなく、その他、例えば、陸上に植
生する維管束植物、シダ植物、コケ植物、藻類、海草を挙げることができる。尚、原料と
して、これらの材料を単独で用いてもよいし、複数種を混合して用いてもよい。植物由来
の材料の形状や形態も特に限定はなく、例えば、籾殻や藁そのものでもよいし、あるいは
乾燥処理品でもよい。更には、ビールや洋酒等の飲食品加工において、発酵処理、焙煎処
理、抽出処理等の種々の処理を施されたものを使用することもできる。特に、産業廃棄物
の資源化を図るという観点から、脱穀等の加工後の藁や籾殻を使用することが好ましい。
これらの加工後の藁や籾殻は、例えば、農業協同組合や酒類製造会社、食品会社、食品加
工会社から、大量、且つ、容易に入手することができる。
【００３３】
　画像表示用微粒子には、リン（Ｐ）あるいは硫黄（Ｓ）等の非金属元素や、遷移元素等
の金属元素が含まれていてもよい。リン（Ｐ）の含有率として０．０１質量％以上、３質
量％以下、硫黄（Ｓ）の含有率として０．０１質量％以上、３質量％以下を挙げることが
できる。尚、これらの元素や上述したマグネシウム（Ｍｇ）、カリウム（Ｋ）、カルシウ
ム（Ｃａ）の含有率は、画像表示用微粒子への要求特性等によって異なるが、比表面積の
値の増加といった観点からは、少ない方が好ましい。画像表示用微粒子には、上記した元
素以外の元素を含んでいてもよく、上記した各種元素の含有率の範囲も、画像表示用微粒
子への要求特性等によって変更し得ることは云うまでもない。本発明において、各種元素
の分析は、例えば、エネルギー分散型Ｘ線分析装置（例えば、日本電子株式会社製のＪＥ
Ｄ－２２００Ｆ）を用い、エネルギー分散法（ＥＤＳ）により行うことができる。ここで
、測定条件を、例えば、走査電圧１５ｋＶ、照射電流１３μＡとすればよい。
【００３４】
　本発明における画像表示用微粒子の表面改質処理として、化学処理又は分子修飾を挙げ
ることができる。化学処理として、例えば、硝酸処理やぺルオキソ二硫酸塩処理により表
面にカルボキシ基を生成させる処理を挙げることができる。また、水蒸気、酸素、アルカ
リ等による賦活処理と同様の処理を行うことにより、画像表示用微粒子の表面に水酸基、
カルボキシ基、ケトン基、エステル基等、種々の官能基を生成させることもできる。分子
修飾として、Ｃ、Ｎ、Ｏ、Ｓ、Ｐ等を合計３つ以上有する分子で共有結合やイオン結合を
介して画像表示用微粒子の表面を修飾する方法を挙げることができる。具体的には、画像
表示用微粒子の表面をシリカで被覆してシランカップリングでＳｉ－Ｏを介して修飾する
方法や、Ｎ≡Ｎ結合を介する方法、エステル結合やアミド結合等で修飾する方法を挙げる
ことができる。表面を化学処理した後に分子修飾してもよい。修飾する分子は、分子量が
大きいほど立体障害となり、分散性が向上する。また、アミノ基等の正電荷を有する分子
で修飾することによって、画像表示用微粒子の正電荷保持量を増加させることができる。
一方、水酸基、カルボキシ基、ケトン基、エステル基等、負の電荷を有する分子で修飾す
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ることによって、画像表示用微粒子の負電荷量を増加させることができる。
【００３５】
　本発明における画像表示用微粒子は、細孔（ポア）を多く有している。細孔として、孔
径が２ｎｍ乃至５０ｎｍの『メソ細孔』、及び、孔径が２ｎｍよりも小さい『マイクロ細
孔』が含まれる。具体的には、メソ細孔として、例えば、２０ｎｍ以下の孔径の細孔を多
く含み、特に、１０ｎｍ以下の孔径の細孔を多く含んでいる。また、マイクロ細孔として
、例えば、孔径が１．９ｎｍ程度の細孔と、１．５ｎｍ程度の細孔と、０．８ｎｍ～１ｎ
ｍ程度の細孔とを多く含んでいる。本発明における画像表示用微粒子にあっては、例えば
、ＢＪＨ法及びＭＰ法による細孔の容積は０．２ｃｍ3／グラム以上であることが好まし
く、０．３ｃｍ3／グラム以上であることが一層好ましい。本発明における画像表示用微
粒子において、窒素ＢＥＴ法による比表面積の値（以下、単に、『比表面積の値』と呼ぶ
場合がある）は、より一層優れた特性を得るために、上述したとおり、好ましくは４００
ｍ2／グラム以上であることが望ましい。
【００３６】
　窒素ＢＥＴ法とは、吸着剤（ここでは、画像表示用微粒子）に吸着分子として窒素を吸
脱着させることにより吸着等温線を測定し、測定したデータを式（１）で表されるＢＥＴ
式に基づき解析する方法であり、この方法に基づき比表面積や細孔容積等を算出すること
ができる。具体的には、窒素ＢＥＴ法により比表面積の値を算出する場合、先ず、吸着剤
（画像表示用微粒子）に吸着分子として窒素を吸脱着させることにより、吸着等温線を求
める。そして、得られた吸着等温線から、式（１）あるいは式（１）を変形した式（１’
）に基づき［ｐ／｛Ｖa（ｐ0－ｐ）｝］を算出し、平衡相対圧（ｐ／ｐ0）に対してプロ
ットする。そして、このプロットを直線と見なし、最小二乗法に基づき、傾きｓ（＝［（
Ｃ－１）／（Ｃ・Ｖm）］）及び切片ｉ（＝［１／（Ｃ・Ｖm）］）を算出する。そして、
求められた傾きｓ及び切片ｉから式（２－１）、式（２－２）に基づき、Ｖm及びＣを算
出する。更には、Ｖmから、式（３）に基づき比表面積ａsBETを算出する（日本ベル株式
会社製ＢＥＬＳＯＲＰ－ｍｉｎｉ及びＢＥＬＳＯＲＰ解析ソフトウェアのマニュアル、第
６２頁～第６６頁参照）。尚、この窒素ＢＥＴ法は、ＪＩＳ　Ｒ　１６２６－１９９６「
ファインセラミックス粉体の気体吸着ＢＥＴ法による比表面積の測定方法」に準じた測定
方法である。
【００３７】
Ｖa＝（Ｖm・Ｃ・ｐ）／［（ｐ0－ｐ）｛１＋（Ｃ－１）（ｐ／ｐ0）｝］　（１）
［ｐ／｛Ｖa（ｐ0－ｐ）｝］
　 ＝［（Ｃ－１）／（Ｃ・Ｖm）］（ｐ／ｐ0）＋［１／（Ｃ・Ｖm）］　　（１’）
Ｖm＝１／（ｓ＋ｉ）　　　　　　　　　　（２－１）
Ｃ ＝（ｓ／ｉ）＋１　　　　　　　　　　（２－２）
ａsBET＝（Ｖm・Ｌ・σ）／２２４１４　　（３）
【００３８】
　但し、
Ｖa：吸着量
Ｖm：単分子層の吸着量
ｐ ：窒素の平衡時の圧力
ｐ0：窒素の飽和蒸気圧
Ｌ ：アボガドロ数
σ ：窒素の吸着断面積
である。
【００３９】
　窒素ＢＥＴ法により細孔容積Ｖpを算出する場合、例えば、求められた吸着等温線の吸
着データを直線補間し、細孔容積算出相対圧で設定した相対圧での吸着量Ｖを求める。こ
の吸着量Ｖから式（４）に基づき細孔容積Ｖpを算出することができる（日本ベル株式会
社製ＢＥＬＳＯＲＰ－ｍｉｎｉ及びＢＥＬＳＯＲＰ解析ソフトウェアのマニュアル、第６



(12) JP 5742395 B2 2015.7.1

10

20

30

40

50

２頁～第６５頁参照）。尚、窒素ＢＥＴ法に基づく細孔容積を、以下、単に『細孔容積』
と呼ぶ場合がある。
【００４０】
Ｖp＝（Ｖ／２２４１４）×（Ｍg／ρg）　　（４）
【００４１】
　但し、
Ｖ ：相対圧での吸着量
Ｍg：窒素の分子量
ρg：窒素の密度
である。
【００４２】
　メソ細孔の孔径は、例えば、ＢＪＨ法に基づき、その孔径に対する細孔容積変化率から
細孔の分布として算出することができる。ＢＪＨ法は、細孔分布解析法として広く用いら
れている方法である。ＢＪＨ法に基づき細孔分布解析をする場合、先ず、吸着剤（画像表
示用微粒子）に吸着分子として窒素を吸脱着させることにより、脱着等温線を求める。そ
して、求められた脱着等温線に基づき、細孔が吸着分子（例えば窒素）によって満たされ
た状態から吸着分子が段階的に着脱する際の吸着層の厚さ、及び、その際に生じた孔の内
径（コア半径の２倍）を求め、式（５）に基づき細孔半径ｒpを算出し、式（６）に基づ
き細孔容積を算出する。そして、細孔半径及び細孔容積から細孔径（２ｒp）に対する細
孔容積変化率（ｄＶp／ｄｒp）をプロットすることにより細孔分布曲線が得られる（日本
ベル株式会社製ＢＥＬＳＯＲＰ－ｍｉｎｉ及びＢＥＬＳＯＲＰ解析ソフトウェアのマニュ
アル、第８５頁～第８８頁参照）。
【００４３】
ｒp＝ｔ＋ｒk　　　　　　　　　　　　　　　　（５）
Ｖpn＝Ｒn・ｄＶn－Ｒn・ｄｔn・ｃ・ΣＡpj　　（６）
但し、
Ｒn＝ｒpn

2／（ｒkn－１＋ｄｔn）
2　　　　　　（７）

【００４４】
　ここで、
ｒp：細孔半径
ｒk：細孔半径ｒpの細孔の内壁にその圧力において厚さｔの吸着層が吸着した場合のコア
半径（内径／２）
Ｖpn：窒素の第ｎ回目の着脱が生じたときの細孔容積
ｄＶn：そのときの変化量
ｄｔn：窒素の第ｎ回目の着脱が生じたときの吸着層の厚さｔnの変化量
ｒkn：その時のコア半径
ｃ：固定値
ｒpn：窒素の第ｎ回目の着脱が生じたときの細孔半径
である。また、ΣＡpjは、ｊ＝１からｊ＝ｎ－１までの細孔の壁面の面積の積算値を表す
。
【００４５】
　マイクロ細孔の孔径は、例えば、ＭＰ法に基づき、その孔径に対する細孔容積変化率か
ら細孔の分布として算出することができる。ＭＰ法により細孔分布解析を行う場合、先ず
、吸着剤（画像表示用微粒子）に窒素を吸着させることにより、吸着等温線を求める。そ
して、この吸着等温線を吸着層の厚さｔに対する細孔容積に変換する（ｔプロットする）
。そして、このプロットの曲率（吸着層の厚さｔの変化量に対する細孔容積の変化量）に
基づき細孔分布曲線を得ることができる（日本ベル株式会社製ＢＥＬＳＯＲＰ－ｍｉｎｉ
及びＢＥＬＳＯＲＰ解析ソフトウェアのマニュアル、第７２頁～第７３頁、第８２頁参照
）。
【００４６】
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　ＪＩＳ　Ｚ８８３１－２：２０１０　「粉体（固体）の細孔径分布及び細孔特性－第２
部：ガス吸着によるメソ細孔及びマクロ細孔の測定方法」、及び、ＪＩＳ　Ｚ８８３１－
３：２０１０　「粉体（固体）の細孔径分布及び細孔特性－第３部：ガス吸着によるミク
ロ細孔の測定方法」に規定された非局在化密度汎関数法（ＮＬＤＦＴ法，Non Localized 
Density Functional Theory 法）にあっては、解析ソフトウェアとして、日本ベル株式会
社製自動比表面積／細孔分布測定装置「ＢＥＬＳＯＲＰ－ＭＡＸ」に付属するソフトウェ
アを用いる。前提条件としてモデルをシリンダ形状としてカーボンブラック（ＣＢ）を仮
定し、細孔分布パラメータの分布関数を「ｎｏ－ａｓｓｕｍｐｔｉｏｎ」とし、得られた
分布データにはスムージングを１０回施す。
【００４７】
　多孔質炭素材料前駆体を酸又はアルカリで処理する場合、具体的な処理方法として、例
えば、酸あるいはアルカリの水溶液に多孔質炭素材料前駆体を浸漬する方法や、多孔質炭
素材料前駆体と酸又はアルカリとを気相で反応させる方法を挙げることができる。より具
体的には、酸によって処理する場合、酸として、例えば、フッ化水素、フッ化水素酸、フ
ッ化アンモニウム、フッ化カルシウム、フッ化ナトリウム等の酸性を示すフッ素化合物を
挙げることができる。フッ素化合物を用いる場合、多孔質炭素材料前駆体に含まれるケイ
素成分におけるケイ素元素に対してフッ素元素が４倍量となればよく、フッ素化合物水溶
液の濃度は１０質量％以上であることが好ましい。フッ化水素酸によって、多孔質炭素材
料前駆体に含まれるケイ素成分（例えば、二酸化ケイ素）を除去する場合、二酸化ケイ素
は、化学式（Ａ）又は化学式（Ｂ）に示すようにフッ化水素酸と反応し、ヘキサフルオロ
ケイ酸（Ｈ2ＳｉＦ6）あるいは四フッ化ケイ素（ＳｉＦ4）として除去され、画像表示用
微粒子を得ることができる。そして、その後、洗浄、乾燥を行えばよい。
【００４８】
ＳｉＯ2＋６ＨＦ　→　Ｈ2ＳｉＦ6＋２Ｈ2Ｏ　　（Ａ）
ＳｉＯ2＋４ＨＦ　→　ＳｉＦ4＋２Ｈ2Ｏ 　　　（Ｂ）
【００４９】
　アルカリ（塩基）によって処理する場合、アルカリとして、例えば、水酸化ナトリウム
を挙げることができる。アルカリの水溶液を用いる場合、水溶液のｐＨは１１以上であれ
ばよい。水酸化ナトリウム水溶液によって、多孔質炭素材料前駆体に含まれるケイ素成分
（例えば、二酸化ケイ素）を除去する場合、水酸化ナトリウム水溶液を熱することにより
、二酸化ケイ素は、化学式（Ｃ）に示すように反応し、ケイ酸ナトリウム（Ｎａ2ＳｉＯ3

）として除去され、画像表示用微粒子を得ることができる。また、水酸化ナトリウムを気
相で反応させて処理する場合、水酸化ナトリウムの固体を熱することにより、化学式（Ｃ
）に示すように反応し、ケイ酸ナトリウム（Ｎａ2ＳｉＯ3）として除去され、画像表示用
微粒子を得ることができる。そして、その後、洗浄、乾燥を行えばよい。
【００５０】
ＳｉＯ2＋２ＮａＯＨ　→　Ｎａ2ＳｉＯ3＋Ｈ2Ｏ　　（Ｃ）
【００５１】
　対向する２枚の基板の内、画像観察者に対応する側の基板を、便宜上、『第２基板』と
呼び、第２基板と対向する基板を、便宜上、『第１基板』と呼ぶ。また、必要に応じて第
１基板に設けられた電極を、便宜上、『第１電極』と呼び、必要に応じて第２基板に設け
られた電極を、便宜上、『第２電極』と呼ぶ。ここで、第２基板として、透明なガラス基
板やプラスチック基板等の絶縁部材を挙げることができる。第１基板は、任意の絶縁部材
から構成することができ、例えば、ガラス基板やプラスチック基板を挙げることができる
。具体的には、石英、サファイア、ガラス等の透明無機基板、ポリエチレンテレフタレー
ト、ポリエチレンナフタレート、ポリカーボネート、ポリエーテルサルフォン、ポリスチ
レン、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリフェニレンサルファイド、ポリフッ化ビニリ
デン、テトラアセチルセルロース、ブロム化フェノキシ、アラミド類、ポリイミド類、ポ
リスチレン類、ポリアリレート類、ポリスルフォン類、ポリオレフィン類等の透明プラス
チック基板を挙げることができる。基板の厚さとして２μｍ乃至５ｍｍ、好ましくは５μ
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ｍ乃至１ｍｍを例示することができる。基板が薄すぎると、強度、基板間の間隔均一性を
保ち難くなる。一方、基板が厚すぎると、表示機能としての鮮明さ、コントラストの低下
が発生し、特に、電子ペーパーの用途にあっては可撓性に欠ける場合が生じる。
【００５２】
　基板に電極を設けない場合、基板の外側表面に静電潜像を与え、静電潜像に応じて発生
した電界によって画像表示用微粒子を基板に引き寄せ、あるいは、反発させることにより
、静電潜像に対応して配列された画像表示用微粒子を透明な第２基板を通して視認するこ
とができる。尚、静電潜像の形成は、電子写真感光体を用いた通常の電子写真システムで
行われる静電潜像の形成方法を適用すればよい。あるいは又、イオンフローに基づき静電
潜像を基板上に直接形成してもよい。一方、基板に電極を設ける場合、電極への直流ある
いは交流の電圧の印加により生じた電界に基づき、所望の特性に帯電した画像表示用微粒
子を電極に引き寄せ、あるいは、電極から反発させることにより、画像表示用微粒子を透
明な第２基板を通して視認することができる。電極への電圧の印加を制御するために、第
１基板にスイッチングデバイス（例えば薄膜トランジスタ（ＴＦＴ））を設けることが好
ましい。
【００５３】
　第２電極として、所謂透明電極を挙げることができ、具体的には、インジウム－スズ複
合酸化物（ＩＴＯ，Indium Tin Oxide，ＳｎドープのＩｎ2Ｏ3、結晶性ＩＴＯ及びアモル
ファスＩＴＯを含む）、フッ素ドープＳｎＯ2（ＦＴＯ）、ＩＦＯ（ＦドープのＩｎ2Ｏ3

）、アンチモンドープＳｎＯ2（ＡＴＯ）、ＳｎＯ2、ＺｎＯ（ＡｌドープのＺｎＯやＢド
ープのＺｎＯを含む）、インジウム－亜鉛複合酸化物（ＩＺＯ，Indium Zinc Oxide）、
スピネル型酸化物、ＹｂＦｅ2Ｏ4構造を有する酸化物、ポリアニリン、ポリピロール、ポ
リチオフェン等の導電性高分子等を挙げることができるが、これらに限定されるものでは
なく、また、これらを２種類以上組み合わせて用いることもできる。第１電極は、透明電
極を構成する材料だけでなく、金、銀、銅、アルミニウム等の金属、あるいは、合金から
構成することができるし、黒色の電極材料層（具体的には、例えば、炭化チタン層や黒色
化処理したクロム層、黒色層を表面に形成したアルミニウム層、チタンブラック層）から
構成することもできる。電極は、真空蒸着法やスパッタリング法等の物理的気相成長法（
ＰＶＤ法）、各種化学的気相成長法（ＣＶＤ法）、各種塗布等に基づき形成することがで
きる。電極のパターニングは、エッチング法、リフトオフ法、各種マスクを用いる方法等
、任意の方法で行うことができる。
【００５４】
　必要に応じて、電極の上に絶縁層を形成する。係る絶縁層を構成する材料として、例え
ば、無色透明な絶縁性樹脂を挙げることができ、具体的には、例えば、アクリル樹脂、エ
ポキシ樹脂、フッ素樹脂、シリコーン樹脂、ポリイミド樹脂、ポリスチレン樹脂等を挙げ
ることができる。また、光を散乱させるための微粒子、例えば、酸化アルミニウム、酸化
チタン等を、絶縁層を構成する無色透明の絶縁性樹脂に添加してもよい。
【００５５】
　画像表示装置において、画素（表示セル）は隔壁で区切られていることが好ましい。リ
ブ状の隔壁は、例えば、感光性樹脂を用い、フォトリソグラフィー法によって作製するこ
とができるし、各種成形法によって作製することもできる。隔壁を一方の基板と一体に作
製してもよいし、隔壁を各基板のそれぞれと一体に作製して、隔壁同士を後で接着しても
よいし、隔壁を基板と別に作製しておき、隔壁を基板に接着してもよい。隔壁の形状は、
画像表示用微粒子のサイズ等に基づき、適宜、設定すればよく、また、隔壁の幅として、
１×１０-6ｍ乃至１×１０-3ｍ、好ましくは３×１０-6ｍ乃至５×１０-4ｍを例示するこ
とができるし、隔壁の高さとして、１×１０-5ｍ乃至５ｍｍ、好ましくは１×１０-5ｍ乃
至０．５ｍｍを例示することができる。隔壁によって囲まれた画素（表示セル）の平面形
状として、四角形、三角形、円形、六角形（ハニカム構造）等を例示することができるし
、ライン状とすることもできる。隔壁によって囲まれた画素（表示セル）の大きさは、画
像表示装置に要求される仕様に基づき決定すればよく、例えば一辺の長さとして、１×１
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０-5ｍ乃至５ｍｍ、好ましくは３×１０-5ｍ乃至０．５ｍｍを例示することができる。隔
壁によって囲まれた画素（表示セル）の体積を「１」としたとき、隔壁によって囲まれた
画素（表示セル）を占める画像表示用微粒子の体積割合として、０．１乃至０．８、好ま
しくは０．１乃至０．７を例示することができる。電気泳動分散液の充填方法は、特に限
定されず、例えば、インクジェット方式を採用することができる。
【００５６】
　電気泳動分散液における分散液（分散媒）に対する画像表示用微粒子の割合として、分
散液（分散媒）１００質量部に対して、画像表示用微粒子、０．１質量部乃至１５質量部
、好ましくは、１質量部乃至１０質量部を例示することができる。画像表示用微粒子を分
散させる分散液（分散媒）として、高絶縁性を有し、無色透明な液体、具体的には非極性
分散媒、より具体的には、脂肪族炭化水素、芳香族炭化水素、ハロゲン化炭化水素、シリ
コーンオイル等を挙げることができる。ここで、脂肪族炭化水素として、ペンタン、ヘキ
サン、シクロヘキサン、ヘプタン、オクタン、ノナン、デカン、ドデカン、リグロイン、
ソルベントナフサ、ケロシン、ノルマルパラフィン、イソパラフィン等を挙げることがで
きる。また、芳香族炭化水素として、ベンゼン、トルエン、キシレン、アルキルベンゼン
等を挙げることができる。シリコーンオイルとして、変成シリコーンオイルを含む各種ジ
メチルポリシロキサンを挙げることができる。より具体的には、エクソンモービル有限会
社社製のアイソパーＧ、Ｈ、Ｌ、Ｍ、エクソールＤ３０、Ｄ４０、Ｄ８０、Ｄ１１０、Ｄ
１３０、出光石油化学株式会社製のＩＰソルベント１６２０、２０２８、２８３５、シェ
ルケミカルズジャパン株式会社製のシェルゾール７０、７１、７２、Ａ、ＡＢ、日本石油
株式会社製のナフテゾルＬ、Ｍ、Ｈ等を挙げることができる。尚、これらを単独、又は、
２種以上を混合して用いることができる。分散媒を着色するには油溶染料を用いればよく
、具体的には、例えば、アゾ化合物から成る黄色系染料や橙色系染料、茶色系染料、赤色
系染料、アンスラキノン類から成る青色系染料や緑色系染料、紫色系染料を挙げることが
できる。これら染料は１種のみ用いてもよいし、２種以上を併用してもよい。染料の濃度
は、分散媒１００質量部に対して、０．１質量部乃至３．５質量部とすることが好ましい
が、これに限定するものではない。
【００５７】
　電気泳動分散液をマイクロカプセルに閉じ込める構造を採用してもよい。マイクロカプ
セルは、界面重合法、その場重合法（ｉｎ－ｓｉｔｕ重合法）、コアセルベーション法等
の周知の方法で得ることができる。マイクロカプセルを構成する材料には光を十分に透過
させる特性が要求され、具体的には、尿素－ホルムアルデヒド樹脂、メラミン－ホルムア
ルデヒド樹脂、ポリエステル樹脂、ポリウレタン樹脂、ポリアミド樹脂、ポリエチレン樹
脂、ポリスチレン樹脂、ポリビニルアルコール樹脂、ゼラチン、あるいは、これらの共重
合体等を例示することができる。マイクロカプセルを基板上に配置する方法は、特に制限
されず、例えば、インクジェット方式を挙げることができる。尚、基板上に配置されたマ
イクロカプセルの位置ずれを防止する目的で、マイクロカプセルを光透過性の樹脂バイン
ダーを用いて基板上に固定してもよい。光透過性の樹脂バインダーとして、水溶性のポリ
マー、具体的には、例えば、ポリビニルアルコール、ポリウレタン、ポリエステル、アク
リル樹脂、シリコーン樹脂等を挙げることができる。
【００５８】
　画像表示用微粒子を正に帯電させるために正帯電制御剤を用いる場合、正帯電制御剤と
して、例えば、ニグロシンベースＥＸ（オリエント化学工業社製）等のニグロシン系染料
、Ｐ－５１（オリエント化学工業株式会社製）、コピーチャージＰＸ ＶＰ４３５（ヘキ
ストジャパン株式会社製）等の第４級アンモニウム塩、アルコキシ化アミン、アルキルア
ミド、モリブデン酸キレート顔料、ＰＬＺ１００１（四国化成工業株式会社製）等のイミ
ダゾール化合物、透明又は白色のオニウム化合物等を挙げることができる。尚、オニウム
化合物としては、第１級から第４級まで、自由に選択可能であり、アンモニウム化合物、
スルホニウム化合物、ホスホニウム化合物より選ばれ、例えば、窒素、硫黄あるいはリン
原子に結合している置換基は、アルキル基又はアリール基であり、塩としては、塩素に代
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表されるハロゲン系元素やヒドロキシ基、カルボン酸基等がカウンターイオンとして好適
であるが、これらに限定されるものでない。中でも第１級から第３級アミン塩や第４級ア
ンモニウム塩が特に好ましい。画像表示用微粒子を負に帯電させるために負帯電制御剤を
用いる場合、負帯電制御剤として、例えば、ボントロンＳ－２２、ボントロンＳ－３４、
ボントロンＥ－８１、ボントロンＥ－８４（以上、オリエント化学工業株式会社製）、ス
ピロンブラックＴＲＨ（保土谷化学工業株式会社製）等の金属錯体、チオインジゴ系顔料
、コピーチャージＮＸＶＰ４３４（ヘキストジャパン株式会社製）等の第４級アンモニウ
ム塩、ボントロンＥ－８９（オリエント化学工業株式会社製）等のカリックスアレーン化
合物、ＬＲ１４７（日本カーリット株式会社製）等のホウ素化合物、フッ化マグネシウム
、フッ化カーボン等のフッ素化合物、ステアリン酸アルミニウム、ステアリン酸カルシウ
ム、ラウリン酸アルミニウム、ラウリン酸バリウム、オレイン酸ソーダ、オクチル酸ジル
コニウム、ナフテン酸コバルト等の公知の金属石鹸や、アジン化合物のサリチル酸系金属
錯体及びフェノール系縮合物を挙げることができる。
【００５９】
　電気泳動分散液として、ソルビタン脂肪酸エステル（例えば、ソルビタンモノオレエー
ト、ソルビタンモノラウレート、ソルビタンセスキオレエート、ソルビタントリオレエー
ト等）；ポリオキシエチレンソルビタン脂肪酸エステル（例えば、ポリオキシエチレンソ
ルビタンモノステアレート、ポリオキシエチレンソルビタンモノオレエート等）；ポリエ
チレングリコール脂肪酸エステル（例えば、ポリオキシエチレンモノステアレート、ポリ
エチレングリコールジイソステアレート等）；ポリオキシエチレンアルキルフェニルエー
テル（例えば、ポリオキシエチレンノニルフェニルエーテル、ポリオキシエチレンオクチ
ルフェニルエーテル等）；脂肪族ジエタノールアミド系等のノニオン系界面活性剤を用い
ることができる。高分子系分散剤として、例えば、スチレン－マレイン酸樹脂、スチレン
－アクリル樹脂、ロジン、ウレタン系高分子化合物ＢＹＫ－１６０、１６２、１６４、１
８２（ビックケミー社製）、ウレタン系分散剤ＥＦＫＡ－４７、ＬＰ－４０５０（ＥＦＫ
Ａ社製）、ポリエステル系高分子化合物ソルスパース２４０００（ゼネカ社製）、脂肪族
ジエタノールアミド系高分子化合物ソルスパース１７０００（ゼネカ社製）等を挙げるこ
とができる。また、その他の高分子系分散剤として、分散媒に溶媒和する部分を形成する
ことが可能なラウリルメタクリレート、ステアリルメタクリレート、２－エチルヘキシル
メタクリレート、セチルメタクリレート等のモノマー、分散媒に溶媒和し難い部分を形成
することが可能なメチルメタクリレート、エチルメタクリレート、イソプロピルメタクリ
レート、スチレン、ビニルトルエン等のモノマー及び極性の官能基を有するモノマーのラ
ンダム共重合体、特開平３－１８８４６９号公報に開示されているグラフト共重合体等を
挙げることができる。極性の官能基を有するモノマーとして、アクリル酸、メタクリル酸
、イタコン酸、フマル酸、マレイン酸、スチレンスルホン酸等の酸性の官能基を有するモ
ノマー；ジメチルアミノエチルメタクリレート、ジエチルアミノエチルメタクリレート、
ビニルピリジン、ビニルピロリジン、ビニルピペリジン、ビニルラクタム等の塩基性の官
能基を有するモノマー；これらの塩；スチレン－ブタジエン共重合体、特開昭６０－１０
２６３号公報に開示されているスチレンと長鎖アルキルメタクリレートのブロック共重合
体等を挙げることができる。また、特開平３－１８８４６９号公報に開示されているグラ
フト共重合体といった分散剤を添加してもよい。画像表示用微粒子の電気泳動を一層効果
的に生じさせるために、イオン性界面活性剤を添加してもよい。アニオン界面活性剤の具
体例として、ドデシルベンゼンスルホン酸ナトリウム、ドデシル硫酸ナトリウム、アルキ
ルナフタレンスルホン酸ナトリウム、ジアルキルスルホコハク酸ナトリウム等を挙げるこ
とができる。カチオン界面活性剤の具体例として、アルキルベンゼンジメチルアンモニウ
ムクロライド、アルキルトリメチルアンモニウムクロライド、ジステアリルアンモニウム
クロライド等を挙げることができる。トリフルオロスルホニルイミド塩、トリフルオロ酢
酸塩、トリフルオロ硫酸塩等のような、非極性分散媒に可溶なイオン性添加剤を添加して
もよい。
【００６０】
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　本発明の電気泳動分散液にあっては、多孔質炭素材料から成る画像表示用微粒子に加え
て、更に必要に応じて、色及び帯電極性が異なる少なくとも１種の粒子を分散（懸濁）さ
せてもよい。
【００６１】
　本発明の画像表示装置には、その他、例えば、金属反射板、光拡散板や光拡散層、反射
防止層等を配置、配設してもよい。また、画像表示装置は、駆動回路、演算回路、内部メ
モリ、電源等を備えている。尚、本発明の画像表示装置は、液晶表示装置のように配向膜
や偏光板等が不要であるし、構造が単純であり、温度変化に対しても安定であり、低温か
ら高温まで使用可能である。加えて、大面積の画像表示装置を安価に提供することができ
るし、視野角がなく、高反射率、反射型であるが故に、明るい場所でも画像を視認し易く
、低消費電力である。
【００６２】
　本発明の画像表示装置は、所謂デスクトップ型のパーソナルコンピュータ、ノートブッ
ク型のパーソナルコンピュータ、モバイル型のパーソナルコンピュータ、ＰＤＡ（パーソ
ナル・デジタル・アシスト）、携帯電話、ゲーム機、電子ブック、電子新聞等の電子ペー
パー、看板、ポスター、黒板等の掲示板、コピー機、プリンター用紙代替のリライタブル
ペーパー、電卓、家電製品の表示部、ポイントカード等のカード表示部、電子広告、電子
ＰＯＰ等の各種画像表示装置に適用することができる。あるいは又、電気泳動表示デバイ
ス、トナーディスプレイ、磁気表示装置等に適用することができる。
【実施例１】
【００６３】
　実施例１は、本発明の第１の態様～第４の態様に係る画像表示用微粒子、本発明の画像
表示用微粒子の製造方法、本発明の第１の態様～第４の態様に係る電気泳動分散液、並び
に、本発明の第１の態様～第４の態様に係る画像表示装置に関する。実施例１の画像表示
装置の模式的な一部断面図を図１の（Ａ）及び（Ｃ）に示し、電極等の模式的な平面図を
図１の（Ｂ）に示す。尚、図１の（Ａ）及び（Ｃ）は、図１の（Ｂ）の矢印Ａ－Ａに沿っ
た模式的な一部断面図である。
【００６４】
　実施例１の画像表示装置１０は、対向する２枚の基板２０，３０間に封止された電気泳
動分散液５０を有する画像表示装置である。具体的には、第２基板３０、並びに、第１電
極２１及び第２電極３１が設けられた第１基板２０とが、封止部材４０を介して所定の間
隔で対向して配置されている。尚、画像観察者に対応する側の基板は第２基板３０である
。第１電極２１及び第２電極３１上には絶縁層２２が形成されている。第１電極２１及び
第２電極３１は、所謂櫛形電極を構成する。そして、対向する２枚の基板２０，３０の間
に、具体的には、第１基板２０、第２基板３０及び封止部材４０により仕切られた画素（
表示セル）に、電気泳動分散液（電気泳動粒子分散液）５０が封入されている。ここで、
電気泳動分散液５０は、少なくとも、画像表示用微粒子（電気泳動粒子）５１と、画像表
示用微粒子を分散（懸濁）させた分散液（電気泳動粒子分散媒）５２から構成されている
。画像表示用微粒子（電気泳動粒子）５１は、窒素ＢＥＴ法による比表面積の値が１００
ｍ2／グラム以上、ＭＰ法による細孔の容積が０．１ｃｍ3／グラム以上である多孔質炭素
材料から成り、また、ケイ素の含有率が１質量％以下、ＢＪＨ法及びＭＰ法による細孔の
容積が０．２ｃｍ3／グラム以上である多孔質炭素材料から成る。あるいは又、画像表示
用微粒子（電気泳動粒子）５１は、窒素ＢＥＴ法による比表面積の値が１００ｍ2／グラ
ム以上、非局在化密度汎関数法によって求められた細孔径分布において、１０ｎｍ以下に
少なくとも１つのピークを有する多孔質炭素材料から成る。尚、１０ｎｍ以下の範囲内に
細孔径を有する細孔の容積の合計の占める割合は、５０ｎｍ以下の範囲内に細孔径を有す
る細孔の容積に対して０．１以上である。あるいは又、画像表示用微粒子（電気泳動粒子
）５１は、窒素ＢＥＴ法による比表面積の値が１００ｍ2／グラム以上、具体的には１０
８０ｍ2／グラム、平均粒径が１×１０-8ｍ以上、２×１０-4ｍ以下、具体的には０．５
μｍである多孔質炭素材料から成る。あるいは又、画像表示用微粒子（電気泳動粒子）５
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１は、ゼータ電位の絶対値が１０ミリボルト以上、２００ミリボルト以下、具体的には、
－５８．２０ミリボルト（移動度：０．１５８２×１０-4ｃｍ2／Ｖ・秒）である多孔質
炭素材料から成る。ここで、画像表示用微粒子（電気泳動粒子）５１の平均ゼータ電位及
び平均粒径は、大塚電子株式会社製ＥＬＳＺ－２を用いて求めることができる。
【００６５】
　尚、実施例１において、画像表示用微粒子は、植物由来の材料を原料としており、具体
的には、ケイ素（Ｓｉ）の含有率が５質量％以上である植物由来の材料を原料としている
。また、画像表示用微粒子には表面改質処理が施されている。表面改質処理は、具体的に
は、硝酸処理により表面にカルボキシ基を生成させる化学処理である。そして、硝酸処理
により表面にカルボキシ基を生成させるが故に、画像表示用微粒子（電気泳動粒子）５１
は、分散剤とより一層、結合し易くなり、画像表示用微粒子（電気泳動粒子）５１の分散
性の向上を図ることができる結果、長期保存時あるいは使用時の電気泳動分散液中におけ
る画像表示用微粒子の凝集の発生を減少させることができ、画像表示装置の信頼性の向上
、表示応答性の向上を図ることができる。
【００６６】
　第１基板２０及び第２基板３０は、厚さ０．７ｍｍのソーダガラスから成る。第１電極
２１及び第２電極３１は、インジウム－スズ複合酸化物（ＩＴＯ）から構成された透明電
極から成り、スパッタリング法といったＰＶＤ法とリフトオフ法との組合せに基づき形成
されている。更には、絶縁層２２は、無色透明な絶縁性樹脂、具体的には、アクリル樹脂
から構成されている。画素（表示セル）は、櫛形電極が占める領域から構成されている。
１本の櫛形電極の幅を１０μｍ、櫛形電極と櫛形電極との間のギャップを１０μｍ、第１
基板２０と第２基板３０の間の間隔を１０μｍとした。
【００６７】
　実施例１にあっては、分散液（電気泳動粒子分散媒）５２として、イソパラフィン系溶
剤（エクソンモービル有限会社社製のアイソパーＧ）を用いた。
【００６８】
　また、多孔質炭素材料から成る画像表示用微粒子（電気泳動粒子）５１を、植物由来の
材料を５００゜Ｃ乃至１４００゜Ｃにて炭素化して多孔質炭素材料（多孔質炭素材料前駆
体あるいは炭素質物質）を得る。そして、その後、この多孔質炭素材料前駆体あるいは炭
素質物質を酸又はアルカリ（実施例１にあっては酸）で処理する。ここで、酸での処理に
よって、炭素化後の植物由来の材料中のケイ素成分を除去する。尚、植物由来の材料にお
けるケイ素（Ｓｉ）の含有率は５質量％以上である。
【００６９】
　具体的には、実施例１にあっては、画像表示用微粒子の原料である植物由来の材料を米
（稲）の籾殻とした。そして、実施例１における画像表示用微粒子は、原料としての籾殻
を炭素化して炭素質物質（多孔質炭素材料前駆体）に変換し、次いで、酸処理及び硝酸処
理を施すことで得られる。尚、実施例１あるいは後述する実施例２にあっては、酸処理後
、水蒸気賦活処理及び硝酸処理を施した。
【００７０】
　実施例１の画像表示用微粒子の製造においては、先ず、粉砕した籾殻（鹿児島県産、イ
セヒカリの籾殻）に対して、不活性ガス中で加熱処理（予備炭素化処理）を施す。具体的
には、籾殻を、窒素気流中において５００゜Ｃ、５時間、加熱することにより炭化させ、
炭化物（多孔質炭素材料前駆体）を得た。次に、この多孔質炭素材料前駆体を４６容積％
のフッ化水素酸水溶液に一晩浸漬することで酸処理を行った後、水及びエチルアルコール
を用いてｐＨ７になるまで洗浄し乾燥させた。そして、粉砕後、この炭化物の１０グラム
をアルミナ製の坩堝に入れ、窒素気流中（１０リットル／分）において５゜Ｃ／分の昇温
速度で９００゜Ｃまで昇温させた。そして、９００゜Ｃで３時間、水蒸気賦活を施した後
、室温まで冷却した。最後に乾燥させることにより、実施例１における画像表示用微粒子
（『実施例１Ａの画像表示用微粒子』と呼ぶ）を得ることができた。
【００７１】
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　そして、硝酸処理を行う。具体的には、３０ミリリットルの濃硝酸に実施例１Ａの画像
表示用微粒子１．５グラムを加え、スタラーで３日間、攪拌した。その後、３００ミリリ
ットルの水に、画像表示用微粒子が加えられた画像表示用微粒子／濃硝酸溶液を徐々に加
え、攪拌した。そして、遠心分離機を用いて、この溶液から画像表示用微粒子を遠心分離
した。次いで、残留硝酸を除去するため、水を加えて分散させ、遠心分離するといった作
業を１０回繰り返した。更に、アセトンを加えて画像表示用微粒子を分散させ、遠心分離
するといった操作を３回繰り返した後、５０゜Ｃの真空オーブンで一晩乾燥させた。
【００７２】
　そして、このように硝酸処理を行った画像表示用微粒子（実施例１の画像表示用微粒子
）の０．１グラムに、１質量％の分散剤（日本ルーブリゾール株式会社製：ソルスパース
１７０００）を含むアイソパーＧ液を９．９グラム加え、ビーズミルを用いて分散させ、
黒色の電気泳動分散液を得た。尚、画像表示用微粒子（電気泳動粒子）は負（マイナス）
に帯電している。
【００７３】
　実施例１の画像表示用微粒子について、比表面積、細孔容積、ＭＰ法による細孔の容積
測定結果、及び、ＢＪＨ法による細孔の容積を測定したところ、以下の表１に示す結果が
得られた。尚、表１中、「比表面積」及び「全細孔容積」は、窒素ＢＥＴ法による比表面
積及び全細孔容積の値を指し、単位はｍ2／グラム及びｃｍ3／グラムである。また、「Ｍ
Ｐ法」、「ＢＪＨ法」は、ＭＰ法による細孔の容積測定結果、ＢＪＨ法による細孔の容積
測定結果を示し、単位はｃｍ3／グラムである。窒素ＢＥＴ法による測定にあっては、ま
た、非局在化密度汎関数法（ＮＬＤＦＴ法）に基づく測定にあっては、前処理として、窒
素ガスの流量を５リットル／分として、４００゜Ｃ１時間、乾燥させ、画像表示用微粒子
表面の修飾分子を取り外した。更には、実施例１、実施例１Ａ、後述する実施例１Ｂ、比
較例１Ａ、比較例１Ｂの画像表示用微粒子について、ＢＪＨ法及びＭＰ法に基づきメソ細
孔及びマイクロ細孔の細孔径の分布を測定した結果を、図４の（Ａ）、（Ｂ）、図５の（
Ａ）、（Ｂ）、図６の（Ａ）、（Ｂ）に示す。尚、図４の（Ａ）並びに（Ｂ）は、それぞ
れ、実施例１、並びに、実施例１Ｂ及び比較例１Ｂの画像表示用微粒子におけるＢＪＨ法
に基づく細孔径分布を表すグラフである。また、図５の（Ａ）並びに（Ｂ）は、それぞれ
、実施例１Ａ及び比較例１Ａの画像表示用微粒子におけるＢＪＨ法に基づく細孔径分布、
並びに、実施例１の画像表示用微粒子におけるＭＰ法に基づく細孔径分布を表すグラフで
ある。更には、図６の（Ａ）並びに（Ｂ）は、それぞれ、実施例１Ｂ及び比較例１Ｂの画
像表示用微粒子におけるＭＰ法に基づく細孔径分布、並びに、実施例１及び比較例１Ａの
画像表示用微粒子におけるＭＰ法に基づく細孔径分布を表すグラフである。また、図７の
（Ａ）に、実施例１における多孔質炭素材料の非局在化密度汎関数法によって求められた
細孔径分布の測定結果のグラフを示し、実施例１の画像表示用微粒子における赤外スペク
トルの分析結果を図８のグラフに示す。
【００７４】
［表１］
　　　　　　　比表面積　　全細孔容積　　ＭＰ法　　　ＢＪＨ法
実施例１　　　１０２０　　０．９６　　　０．４２　　０．５９
実施例１Ａ　　１３０４　　１．２３　　　０．５８　　０．７９
実施例１Ｂ　　１１５８　　１．０７　　　０．４９　　０．６７
比較例１Ａ　　　１１７　　１．２１　　　０．００　　１．２０
比較例１Ｂ　　　１２５　　１．０１　　　０．００　　１．１１
実施例３　　　　７４９　　０．６３　　　０．４７　　０．３４
比較例３　　　　１９０　　１．１０　　　０．００　　１．２５
実施例４　　　　７８９　　１．０４　　　０．３５　　０．７８
比較例４　　　　１７５　　１．００　　　０．００　　１．３８
【００７５】
　尚、比表面積及び細孔容積を求めるための測定機器として、ＢＥＬＳＯＲＰ－ｍｉｎｉ
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（日本ベル株式会社製）を用い、窒素吸脱着試験を行った。測定条件として、測定平衡相
対圧（ｐ／ｐ0）を０．０１～０．９９とした。そして、ＢＥＬＳＯＲＰ解析ソフトウェ
アに基づき、比表面積及び細孔容積を算出した。また、メソ細孔及びマイクロ細孔の細孔
径分布は、上述した測定機器を用いた窒素吸脱着試験を行い、ＢＥＬＳＯＲＰ解析ソフト
ウェアによりＢＪＨ法及びＭＰ法に基づき算出した。更には、非局在化密度汎関数法（Ｎ
ＬＤＦＴ法）に基づく測定にあっては、日本ベル株式会社製自動比表面積／細孔分布測定
装置「ＢＥＬＳＯＲＰ－ＭＡＸ」を使用し、
解析前提条件　　：なし
細孔形状前提条件：シリンダー型
スムージング回数：１０回
とした。
【００７６】
　図７の（Ａ）から、非局在化密度汎関数法によって求められた細孔径分布において、実
施例１の多孔質炭素材料は、１０ｎｍ以下に少なくとも１つのピークを有していることが
判る。以下の表２に、各種実施例及び比較例における非局在化密度汎関数法によって求め
られた全細孔容積（単位：ｃｍ3／グラム）、及び、５０ｎｍ以下の範囲内に細孔径を有
する細孔の容積に対する１０ｎｍ以下の範囲内に細孔径を有する細孔の容積の合計の占め
る割合（細孔容積割合）を示す。
【００７７】
［表２］
　　　　　　　　全細孔容積　　　　　細孔容積割合
実施例１　　　　１．２６９　　　　　０．７０９
実施例１Ａ　　　１．６５７　　　　　０．７９４
実施例１Ｂ　　　１．４３９　　　　　０．５７２
比較例１Ａ　　　１．１０８　　　　　０．１９０×１０-5

比較例１Ｂ　　　１．１２０　　　　　０．６００×１０-4

実施例３　　　　１．４３８　　　　　０．７０９
比較例３　　　　１．４５３　　　　　０．６５０×１０-3

実施例４　　　　１．７４７　　　　　０．７７９
比較例４　　　　１．２９６　　　　　０．１２２×１０-3

【００７８】
　実施例１の画像表示用微粒子について元素分析を行った。尚、元素分析の測定機器とし
てエネルギー分散型Ｘ線分析装置（日本電子株式会社製のＪＥＤ－２２００Ｆ）を用い、
エネルギー分散法（ＥＤＳ）により各元素を定量した後、含有率を質量比（質量％）とし
て算出した。測定条件を、走査電圧１５ｋＶ、照射電流１３μＡとした。酸処理及び硝酸
処理を行った実施例１の画像表示用微粒子においては、ケイ素（Ｓｉ）、酸素（Ｏ）、カ
リウム（Ｋ）、カルシウム（Ｃａ）及びナトリウム（Ｎａ）の含有率が減少していた。中
でも、ケイ素（Ｓｉ）及び酸素（Ｏ）の含有率が、著しく減少し、１質量％以下となって
いた。そして、籾殻を原料として５００゜Ｃ～１４００゜Ｃにて炭素化した後、酸での処
理を行うことにより製造された画像表示用微粒子にあっては、ケイ素（Ｓｉ）の含有率が
１質量％以下、マグネシウム（Ｍｇ）の含有率が０．０１質量％以上、３質量％以下、カ
リウム（Ｋ）の含有率が０．０１質量％以上、３質量％以下、カルシウム（Ｃａ）の含有
率が０．０５質量％以上、３質量％以下となることが確認された。また、リン（Ｐ）の含
有率が０．０１質量％以上、３質量％以下、硫黄（Ｓ）の含有率が０．０１質量％以上、
３質量％以下となることも確認された。尚、その他の元素として、炭素（Ｃ）が最も多く
、その他の元素の内の９０％以上が炭素（Ｃ）であった。ここで、ケイ素はアモルファス
シリカ成分として籾殻に含まれており、原料である籾殻中のケイ素の含有率は、９．４質
量％であった。
【００７９】
　実施例１の画像表示用微粒子は、ケイ素（Ｓｉ）及び酸素（Ｏ）の含有率が著しく減少



(21) JP 5742395 B2 2015.7.1

10

20

30

40

50

していたことから、二酸化ケイ素が炭素質物質（多孔質炭素材料前駆体）に多く含まれて
いたことが示唆された。そして、多孔質炭素材料前駆体を酸で処理することにより、含ま
れる二酸化ケイ素といったケイ素成分が除去され、比表面積の値の増加に寄与することが
示唆された。更には、酸での処理によって、メソ細孔及びマイクロ細孔が増加することが
確認された。後述する実施例においても同様である。また、フッ化水素酸水溶液の代わり
に、水酸化ナトリウム水溶液といったアルカリ（塩基）にて処理して得られた画像表示用
微粒子においても、同様の結果が得られた。
【００８０】
　実施例１の電気泳動分散液５０を用いた画像表示装置にあっては、画像表示部は、電気
泳動分散液５０の色を反映して黒色であった（図１の（Ａ）の模式的な一部断面図参照）
。そして、第１電極２１と第２電極３１との間に１０ボルトの電圧を印加したところ、櫛
形電極と櫛形電極との間のギャップの部分及び一方の電極の上方の部分が透明となり、黒
色を呈する画像表示用微粒子５１が泳動したことが確認できた（図１の（Ｃ）の模式的な
一部断面図参照）。また、電圧の印加を中止し、暫くすると、画像表示部は黒色となった
。更に、再度電圧を印加すると櫛形電極と櫛形電極との間のギャップの部分及び一方の電
極の上方の部分が透明となり、画像表示用微粒子５１の泳動は可逆的であることが確認さ
れた。
【００８１】
　上述した多孔質炭素材料前駆体に酸処理、水蒸気賦活処理を施した材料を、画像表示用
微粒子の製造のための出発物質とした。そして、ぺルオキソ二硫酸ナトリウム１４２．８
グラムを水３００ミリリットルに溶かし、出発物質を０．６グラム加えて、１２時間、撹
拌した後、濾過し、１リットルの純水で洗浄して得られた画像表示用微粒子（実施例１Ｂ
の画像表示用微粒子と呼ぶ）を、濃度が０．００５質量％となるように純水で希釈し、ゼ
ータ電位を測定した。その結果、－８６．７ミリボルトであった。尚、得られた画像表示
用微粒子の平均粒径は１６４．６ｎｍであった。実施例１Ｂの画像表示用微粒子の比表面
積、全細孔容積、ＭＰ法による細孔の容積測定結果、ＢＪＨ法による細孔の容積測定結果
を、表１に示す。また、図７の（Ｂ）に、実施例１Ｂにおける多孔質炭素材料の非局在化
密度汎関数法によって求められた細孔径分布の測定結果のグラフを示す。
【００８２】
　市販の汎用カーボンブラック（三菱化学株式会社製：＃２０）を比較例１Ａとして、非
局在化密度汎関数法によって求められた細孔径分布の測定結果のグラフを図１３の（Ａ）
に示す。また、比較例１Ａの材料を出発物質として、実施例１Ｂと同様の操作を行うこと
で、比較例１Ｂの画像表示用微粒子を得た。比較例１Ｂにおいて、非局在化密度汎関数法
によって求められた細孔径分布の測定結果のグラフを図１３の（Ｂ）に示す。比較例１Ａ
、比較例１Ｂの比表面積等の測定結果を表１に示す。更には、実施例１Ｂと同様の方法で
、比較例１Ｂのゼータ電位を測定した結果、＋０．７１ミリボルトであった。
【実施例２】
【００８３】
　実施例２は、実施例１の変形である。実施例２の画像表示装置の模式的な一部断面図を
図２の（Ａ）及び（Ｂ）に示す。
【００８４】
　実施例２の縦電界セル・タイプの画像表示装置５１０は、対向する２枚の基板５２０，
５３０間に封止された電気泳動分散液５０を有する画像表示装置である。具体的には、第
１電極５２１が設けられた第１基板５２０、及び、第２電極５３１が設けられた第２基板
５３０とが、隔壁５４１を介して所定の間隔で対向して配置されている。尚、画像観察者
に対応する側の基板は第２基板５３０である。第１電極５２１上には第１絶縁層５２２が
形成され、第２電極５３１上には第２絶縁層５３２が形成されている。そして、対向する
２枚の基板５２０，５３０の間に、具体的には、第１基板５２０、第２基板５３０及び隔
壁５４１により仕切られた画素（表示セル）に、電気泳動分散液５０が封入されている。
尚、参照番号５４０は封止部材を示す。第２電極５３１は、複数の画素（表示セル）に対
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して共通に設けられた共通電極である。一方、第１電極５２１は、各画素（表示セル）毎
に設けられた電極であり、第１基板５２１に設けられた図示しないスイッチングデバイス
（具体的には、薄膜トランジスタ（ＴＦＴ））によって第１電極５２１への電圧の印加が
制御される。薄膜トランジスタのオン／オフ制御は図示しない駆動回路に基づいて行われ
、駆動回路から、行毎に選択信号が印加され、各列に制御信号出力が印加される。このよ
うな駆動を画素単位で行うことにより、多数の画素によって任意の画像や文字を表示する
ことができる。ここで、電気泳動分散液５０は、実施例１にて説明した電気泳動分散液５
０から構成されている。尚、画像表示用微粒子について、比表面積及び細孔容積を測定し
たところ、表３に示す結果が得られた。
【００８５】
　第１基板５２０及び第２基板５３０は、厚さ０．７ｍｍのソーダガラスから成る。また
、第２電極５３１は、インジウム－スズ複合酸化物（ＩＴＯ）から構成された透明電極か
ら成り、第１電極５２１は、インジウム－スズ複合酸化物（ＩＴＯ）から成り、スパッタ
リング法や真空蒸着法といったＰＶＤ法とリフトオフ法との組合せに基づき形成されてい
る。更には、第１絶縁層５２２、第２絶縁層５３２は、無色透明な絶縁性樹脂、具体的に
は、アクリル樹脂から構成されている。画素（表示セル）は、感光性樹脂から成る隔壁５
４１で区切られており、隔壁５４１は、フォトリソグラフィー法によって第１基板５２０
上に形成されており、隔壁５４１の頂面は、接着剤（図示せず）によって第２基板５３０
に接着されている。隔壁５４１の高さを５０μｍとした。画素（表示セル）への電気泳動
分散液の充填は、例えば、インクジェット方式によって行う。
【００８６】
　例えば、第２電極５３１を接地し、第１電極５２１に電圧を印加していないときの状態
を図２の（Ａ）に示す。また、第１電極５２１に適切な電圧を印加したとき、１つの画素
内において、電気泳動分散液中の画像表示用微粒子５１が泳動し、第１電極５２１に向か
って集まり、あるいは、第２電極５３１に向かって集まる状態を図２の（Ｂ）に示す。尚
、図２の（Ｂ）において、左側２つの画素（表示セル）における第１電極５２１への印加
電圧の極性と、右側２つの画素（表示セル）における第１電極５２１への印加電圧の極性
とは、逆の極性である。これによって、左側２つの画素（表示セル）にあっては、主に、
分散液５２の色が視認される。一方、右側２つの画素（表示セル）にあっては、画像表示
用微粒子５１の色である黒色が視認される。
【００８７】
　以上の点を除き、実施例２の画像表示装置は、実施例１にて説明した画像表示装置と同
様の構成とすることができるので詳細な説明は省略する。
【００８８】
　試験のために、実施例１の電気泳動分散液を等量のアイソパーＧ液で希釈した電気泳動
分散液を用い、第１基板と第２基板の間隔が５０μｍ、電極、全体の面積が１．０ｃｍ2

の画像表示装置において、電極５２１，５３１に１Ｈｚ、±１００ボルトの三角波の電圧
を印加したところ、図９の（Ａ）に示すような電圧－電流曲線が得られた。尚、図９の（
Ａ）、あるいは又、後述する図９の（Ｂ）、図１０における横軸は第１電極への印加電圧
（単位：ボルト）であり、第２電極は接地されている。また、縦軸は第１電極と第２電極
との間に流れる電流（単位：×１０-6アンペア）である。この測定を１０回、繰り返した
が同じ結果が得られた。この結果は、画像表示用微粒子５１が電極に向かって泳動してい
ること、しかも、泳動は可逆的であることを示している。
【００８９】
　比較例２Ａとして、市販の酸化カーボンブラック（三菱化学株式会社製：ＭＡ２２０）
の０．１グラムに、１質量％の分散剤（ソルスパース１７０００）を含むアイソパーＧ液
を９．９グラム加え、ビーズミルを用いて分散させ、黒色の電気泳動分散液を得た。この
電気泳動分散液を用い、実施例２と同様の画像表示装置において、電極５２１，５３１に
１Ｈｚ、±８０ボルトの三角波の電圧を印加したところ、図９の（Ｂ）に示すような電圧
－電流曲線が得られた。この測定を１０回、繰り返したところ、測定毎に異なる電圧－電
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流曲線が得られ、ついには、酸化カーボンブラックの凝集に起因した電極間の短絡に類似
した現象が発生した。このような現象は、実施例２における画像表示用微粒子５１と比較
して、酸化カーボンブラックにおけるＢＪＨ法及びＭＰ法による細孔の容積の値の相違、
酸化カーボンブラックの表面状態の相違に起因していると考えられる。
【００９０】
　また、比較例２Ｂとして、比較例１Ａとして使用した市販の汎用カーボンブラック（三
菱化学株式会社製：＃２０）に対して、実施例１と同様に硝酸処理を行い、このカーボン
ブラックの０．１グラムに、１質量％の分散剤（ソルスパース１７０００）を含むアイソ
パーＧ液を９．９グラム加え、ビーズミルを用いて分散させ、黒色の電気泳動分散液を得
た。この電気泳動分散液を用い、実施例２と同様の画像表示装置において、電極５２１，
５３１に１Ｈｚ、±８０ボルトの三角波の電圧を印加したところ、図１０に示すような電
圧－電流曲線が得られた。即ち、電圧－電流曲線はほぼ図１０のＹ軸と重なっており、１
回目の測定で短絡に類似した現象が生じてしまった。このことは、比較例２Ｂにおいては
、カーボンブラックの分散性が不良であるか、又は、１回の電気泳動でカーボンブラック
が凝集してしまったことを示している。また、比較例２Ｂにて得られた黒色の電気泳動分
散液を用いて実施例１にて説明した画像表示装置を作製し、第１電極５２１と第２電極５
３１との間に１０ボルトの電圧を印加したところ、櫛形電極と櫛形電極との間のギャップ
の部分が透明とはならなかった。

【００９１】
［表３］
　　　　　　　　　比表面積　　　　平均粒径
実施例２　　　　　１０１２　　　　０．５μｍ
比較例２Ａ　　　　　　７４　　　　５５ｎｍ
比較例２Ｂ　　　　　１１５　　　　５０ｎｍ
【００９２】
　尚、実施例２の画像表示装置を、横電界タイプとすることもできる。このような実施例
２の画像表示装置の変形例５１０Ａの模式的な一部断面図を図３の（Ａ）及び（Ｂ）に示
す。
【００９３】
　この実施例２の画像表示装置の変形例５１０Ａにあっては、第２基板５３０、並びに、
第１電極５２１及び第２電極５３１が設けられた第１基板５２０とが、隔壁５４１を介し
て所定の間隔で対向して配置されている。第１基板５２０上に、第２電極５３１、第２絶
縁層５３２、第１電極５２１、第１絶縁層５２２が、順次、形成されている。尚、図示し
ないが、第１基板５２０上に、第１電極５２１、第１絶縁層５２２、第２電極５３１、第
２絶縁層５３２が、順次、形成された構成としてもよい。そして、対向する２枚の基板５
２０，５３０の間に、具体的には、第１基板５２０、第２基板５３０及び隔壁５４１によ
り仕切られた画素（表示セル）に、電気泳動分散液５０が封入されている。
【００９４】
　例えば、第２電極５３１を接地し、第１電極５２１に電圧を印加していないときの状態
を図３の（Ａ）に示す。また、第１電極５２１に適切な電圧を印加したとき、１つの画素
内において、電気泳動分散液中の画像表示用微粒子５１が泳動し、第１電極５２１に向か
って集まり、あるいは、第２電極５３１に向かって集まる状態を図３の（Ｂ）に示す。尚
、図３の（Ｂ）において、左側２つの画素（表示セル）における第１電極５２１への印加
電圧の極性と、右側２つの画素（表示セル）における第１電極５２１への印加電圧の極性
とは、逆の極性である。これによって、左側２つの画素（表示セル）と右側２つの画素（
表示セル）とにおける画像表示用微粒子５１の配列パターンが異なり、画像として認識す
ることができる。尚、この例にあっては、分散液５２の色は透明である。
【００９５】
　あるいは又、電気泳動分散液をマイクロカプセルに閉じ込める構造を採用してもよい。
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係る構造、それ自体は周知であるので説明は省略する。
【実施例３】
【００９６】
　実施例３にあっては、正電荷を有する画像表示用微粒子を製造した。具体的には、実施
例１において説明した多孔質炭素材料前駆体に酸処理、水蒸気賦活処理を施した材料を、
画像表示用微粒子の製造のための出発物質とした。そして、この出発物質０．３グラムを
ケイ酸ナトリウム１％溶液１００グラムに加え、超音波処理を３０分間施した。そして、
得られた混合物を温度９０゜Ｃ乃至９５゜Ｃまで加熱し、２時間かけて、０．２２モル／
リットルの硫酸１５ミリリットルを加えた。その後、４モルの硫酸４ミリリットルを加え
て１時間、撹拌した後、遠心分離を行い、水：エタノール＝１：１０を用いた分散及び遠
心分離を２度行った。そして、得られた固形物に、水：エタノール＝１：１０溶液３００
ミリリットルを加え、Ｎ－［３－（トリメトキシシリル）プロピル]－Ｎ’－（４－ビニ
ルベンジル)エチレンジアミン塩酸塩４グラムを加えて、７分間、撹拌した。その後、溶
液の遠心分離を行い、得られた固形物にエタノールを加えて分散させ、再び遠心分離を行
うという作業を２度繰り返した。続いて、固形物を減圧下で室温２４時間、７０゜Ｃで２
時間、乾燥させた。こうして得られた材料を３００ミリリットルの酢酸エチルに溶解し、
メタクリル酸２－エチルへキシル４グラムを加えて、５０゜Ｃまで加熱し、１時間、撹拌
した。その後、ＡＩＢＮ［２，２’－アゾビス（２－メチルプロピオニトリル）］を０．
１グラム加えて、６５゜Ｃまで加熱し、７時間撹拌した。そして、得られた溶液の遠心分
離を行い、酢酸エチルを用いた分散及び遠心分離を２度繰り返し、固形物を減圧下で室温
、２４時間、７０゜Ｃで２時間、乾燥させ、実施例３の画像表示用微粒子を得た。比較例
１Ａとして使用した市販の汎用カーボンブラック（三菱化学株式会社製：＃２０）を出発
物質として、実施例３と同様の工程を経て得られた画像表示用微粒子を比較例３とした。
【００９７】
　実施例３、比較例３の画像表示用微粒子の比表面積、全細孔容積、ＭＰ法による細孔の
容積測定結果、ＢＪＨ法による細孔の容積測定結果を表１に示す。また、非局在化密度汎
関数法によって求められた細孔径分布の測定結果を図１１の（Ａ）に示し、ＴＧ－ＤＴＡ
曲線を図１２の（Ａ）に示す。尚、比較例３及び後述する比較例４の画像表示用微粒子に
おける非局在化密度汎関数法によって求められた細孔径分布の測定結果を図１４の（Ａ）
及び（Ｂ）に示し、更には、比較例３及び後述する比較例４の画像表示用微粒子における
ＴＧ－ＤＴＡ曲線を、それぞれ、図１５の（Ａ）及び（Ｂ）に示し、参考までに、実施例
１における酸処理及び水蒸気賦活処理を行った画像表示用微粒子（硝酸処理は施していな
い）、及び、比較例１Ａの画像表示用微粒子におけるＴＧ－ＤＴＡ曲線を、それぞれ、図
１６の（Ａ）及び（Ｂ）に示す。
【００９８】
　大気雰囲気下でＴＧ－ＤＴＡ曲線を求め、ＴＧ－ＤＴＡ曲線における各質量減少率を以
下のとおりとするとき、多孔質炭素材料等に対する有機分子修飾率を以下の式から求めた
。実施例３の画像表示用微粒子における有機分子修飾率は３２．０％であり、比較例３は
６．２％であった。
【００９９】
有機分子修飾率＝ＭＲ21／ＭＲ22－ＭＲ11／ＭＲ12

ＭＲ21：表面改質処理後の試料での１００゜Ｃから４７０゜Ｃまでにおける質量減少率）
ＭＲ22：表面改質処理後の試料での４７０゜Ｃから８００゜Ｃまでにおける質量減少率
ＭＲ11：表面改質処理前の試料での１００゜Ｃから４７０゜Ｃまでにおける質量減少率
ＭＲ12：表面改質処理前の試料での４７０゜Ｃから８００゜Ｃまでにおける質量減少率
【０１００】
　ソルスパース１７０００が２５質量％、実施例３の画像表示用微粒子が２質量％となる
ようにアイソパーＧ液を調製し、ホモジナイザーで２時間攪拌した後、遠心分離を行い、
上澄み液（電気泳動分散液）を回収した。そして、上澄み液を１０００分の１に希釈して
ゼータ電位を測定したところ、＋４７．８７ミリボルトであった。また、比較例３の画像
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表示用微粒子に対してゼータ電位を測定したところ、－９．２７ミリボルトであった。
【実施例４】
【０１０１】
　実施例４にあっては、実施例３と同じ出発物質を用いて、以下に説明する方法で画像表
示用微粒子を調製した。即ち、純水１５０ミリリットルに、出発物質０．６グラム、４－
ビニルアニリン０．１５グラム、２モルのＨＣｌ０．９ミリリットルを添加し、撹拌しな
がら４０゜Ｃまで加熱した。続いて、純水１０ミリリットルに０．０８７グラムの亜硝酸
ナトリウムを溶解した溶液を加えて、１６時間、撹拌した。そして、反応が終了した溶液
の遠心分離を行い、アセトンを用いた固形物の分散及び遠心分離による沈殿という作業を
２度繰り返した。その後、固形物を減圧下で室温２４時間、７０゜Ｃで２時間、乾燥させ
た。こうして得られた材料を３００ミリリットルの酢酸エチルに溶かし、メタクリル酸２
－エチルへキシル４グラムを加えて５０゜Ｃまで加熱し、１時間、撹拌した。次いで、Ａ
ＩＢＮを０．１グラム添加し、６５゜Ｃまで加熱して、７時間、撹拌した。その後、得ら
れた溶液の遠心分離を行い、酢酸エチルを用いた分散及び遠心分離を２度繰り返した。次
いで、得られた固形物を減圧下で室温２４時間、７０゜Ｃで２時間、乾燥させることで、
実施例４の画像表示用微粒子を得た。また、比較例１Ａとして使用した市販の汎用カーボ
ンブラック（三菱化学株式会社製：＃２０）を出発物質として、実施例４と同様の工程を
経て得られた画像表示用微粒子を比較例４とした。実施例４の画像表示用微粒子における
有機分子修飾率は１４．０％であり、比較例４は３．２％であった。
【０１０２】
　実施例４の画像表示用微粒子が２質量％、ソルスパース１７０００が１０質量％、トリ
デジルアミンが５質量％となるようにアイソパーＧ液を調製し、ホモジナイザーで４時間
、撹拌し、遠心分離を行い、上澄み液（電気泳動分散液）を回収した。得られた上澄み液
（電気泳動分散液）のゼータ電位を測定したところ、＋３６．２６ミリボルトであった。
実施例４の画像表示用微粒子の比表面積、全細孔容積、ＭＰ法による細孔の容積測定結果
、ＢＪＨ法による細孔の容積測定結果は、実施例３の画像表示用微粒子における測定結果
を同じであった。非局在化密度汎関数法によって求められた細孔径分布の測定結果を図１
１の（Ｂ）に示し、ＴＧ－ＤＴＡ曲線を図１２の（Ｂ）に示す。また、比較例４の画像表
示用微粒子に対してゼータ電位を測定したところ、－５．１４ミリボルトであった。
【０１０３】
　以上、好ましい実施例に基づき本発明を説明したが、本発明はこれらの実施例に限定さ
れるものではなく、種々の変形が可能である。実施例にあっては、画像表示用微粒子の原
料として、籾殻、藁、葦あるいは茎ワカメを用いる場合について説明したが、他の植物を
原料として用いてもよい。ここで、他の植物として、例えば、陸上に植生する維管束植物
、シダ植物、コケ植物、藻類及び海草等を挙げることができ、これらを、単独で用いても
よいし、複数種を混合して用いてもよい。また、実施例において説明した画像表示用微粒
子の構成、構造、画像表示用微粒子の製造方法、電気泳動分散液、画像表示装置の構成、
構造は例示であり、適宜、変更することができる。
【０１０４】
　また、本発明における画像表示用微粒子に関して、窒素ＢＥＴ法に基づく比表面積や種
々の元素の含有率等について適切な範囲を説明したが、その説明は、比表面積の値や種々
の元素の含有率等が上記した範囲外となる可能性を完全に否定するものではない。即ち、
上記の適切な範囲は、あくまでも本発明の効果を得る上で特に好ましい範囲であり、本発
明の効果が得られるのであれば、比表面積の値等が上記の範囲から多少外れてもよい。画
像表示用微粒子、電気泳動分散液、画像表示装置における画像表示用微粒子の出発物質は
、植物由来の材料に限定されるものではない。
【符号の説明】
【０１０５】
１０，５１０，５１０Ａ・・・画像表示装置、２０，５２１・・・第１基板、２１，５２
２・・・第１電極、２２，５２２，５３２・・・絶縁層、３０，５３０・・・第２基板、
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３１，５３１・・・第２電極、４０，５４０・・・封止部材、５４１・・・隔壁、５０・
・・電気泳動分散液（電気泳動粒子分散液）、５１・・・画像表示用微粒子（電気泳動粒
子）、５２・・・分散液（電気泳動粒子分散媒）
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